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概 要
本研究の目的は、海外居住経験のある子どもたちは、日本にしか居住していない子ども
たちと比べて、海外配属者として成功する資質を持っているのかを検証することである。
調査方法は、ロサンゼルス日本語補習校に通う小中学生と、海外居住経験のない日本人
の小中学生の保護者に対して、アンケート用紙を用いたインタビュー形式で行った。
今回の調査を通して２つの発見事項があった（表１）。１つめは、海外居住経験のある
子どもたちの将来の海外配属者としての適性は、一般的には優れた語学力と日本人とは異
なる性格と考えられているが、実際には、異文化に対する強い興味と将来国際業務につき
たいという強い志望であった。２つめの発見は、一般的には前述の海外配属者としての適
性は、青少年期の一定期間の海外居住経験を通して形成されると考えられているが、実際
には、短期間の海外旅行経験を通してでも形成されることがわかったことである。
表１ 本調査の発見事項のまとめ
第１の発見
海外居住経験のある子どもたちの将来の海
外配属者としての適性は、
第２の発見
将来の海外配属者としての適性は、
一般的に想定さ
れている事項
優れた語学力と
日本人とは異なる性格である
海外居住経験を通して形成される
調査結果で判明
した事項
外国や異文化に対する強い興味と
国際業務につきたいという強い志望である
短期間の海外旅行経験でも形成される
まず、１つめの発見事項について解説する。いわゆる「帰国子女」である海外居住経験
のある子どもたちは、日本人とは異なる性格と優れた語学力という画一的なイメージがあ
り、日本企業も彼ら彼女らをグローバル人材とみなして積極的な採用姿勢を採っている。
しかし、本調査では、海外配属者としての適性の認知は、「国際業務志向」「海外異文化志
向」「楽観的思考」の３つの因子であり、海外居住経験のある子どもたちは、日本居住の子
どもたちと比べて、前者２つについて統計的に有意な高い値を示した（表２）。
この結果から、海外居住経験のある子供たちは、日本にしか居住経験のない子供たち
よりも、将来の海外配属者としての適性があるということができる。なぜなら、青少年期
に発達したこれらの志向は大人になっても変化せず、加えてこれらの志向は、企業が成人
の海外配属候補者向けに行う伝統的な研修では与えることができないからである。
表２ 各因子の仮説検定結果
（注）※※※は１％水準、※※は５％水準で有意を示す
(出所) 「海外居住の子どもたちの性格と職業観に関する調査」「日本居住の子どもたちの性格と職業観に関する調査」
２つめの発見事項は、海外への短期間の旅行をするだけでも、海外居住と同様の認知的
変容をもたらすことである。一般的には、海外配属者の成功予見要素である「外国や異文
化への強い興味」や「国際的に働きたいという志望」は、青少年期の海外居住を通して形
成されると考えられている。しかし、本調査結果から、日本にしか居住していない海外旅
行経験ある子どもたちは、海外居住の子どもたちと同様に、海外や異文化に強い好意的な
興味を持っており、また国際的な仕事を志望していることが示された。
この結果から、海外旅行経験のある子どもたちも、海外居住経験のある子どもたちと同
様に、将来の海外配属者などグローバルな業務に適性を持っていると言える。すなわち、
外国や異文化に対する強い興味や、将来国際的な業務につきたいという子どもたちの認識
は、一般的に信じられている「長期間の海外居住」を経験しなくても、「短期間の海外旅行」
でも形成できるといえる。
本研究からいくつかの実務的応用可能性を見いだすことができる。１つめは、企業が
海外駐在員を選ぶ際に、青少年期に海外居住経験のある候補者を考慮に入れることである。
本調査の結果から、海外居住経験のある子どもたちは、海外配属者としての成功予見要素
である「高い国際業務志向」「高い海外異文化志向」を持っていることが観察された。加え
て、これら海外異文化に対する姿勢、性格などは大人になってから研修で変化させること
はとても困難である。したがって、有望な海外配属者を探している企業は、青少年期に海
外居住経験のある従業員を候補者に入れるべきである。
２つめは、青少年期に海外居住経験のある個人は、国内配属でも有用な用途があること
である。海外配属者の主要な失敗要因は、本国からの不十分なサポートである。したがっ
て、青少年期に海外居住経験のある従業員は、異文化に関する重要な助言を行えるため、
海外配属者たちに対する本社側の相談役のポストとしても適任である。
３つめは、青少年期に海外居住経験がなくても、青少年期に海外旅行経験のある個人は、
海外配属者として有望であることである。本調査の結果で、日本居住の海外旅行経験のあ
る子どもたちは、海外配属者としての成功予見要素である「高い国際業務志向」「高い海外
異文化志向」を持っていることが観察され、これらの志向に貢献する青少年期の国際的な
経験は「居住」に限らないことが示された。青少年期に海外居住経験のある個人はとても
希少な存在（帰国子女は0.07％、日本人留学生は1.6％）である。その数少ない海外居住
経験者のうち、優れた職業上の経験や専門的な技術能力を持っている個人はさらに少なく
なる。したがって、有望な海外配属者を探している企業は、海外居住経験者だけでなく、
海外旅行経験者も候補に含めることで、海外配属候補者のプールを拡大することができる。
最後の実務的応用可能性は、グローバル人事政策者ではなく、日本居住の子どもたちの
保護者たちに向けての提案である。子どもたちが将来グローバルに活躍することを望んで
いる親は多い。しかし、家族で海外赴任することや子どもを留学させることは、保護者の
勤務状況や金銭面など様々な事情から実現できないことが多い。本調査から、日本居住の
海外旅行経験のある子どもたちが、海外配属者としての成功を予見できる要素を持ってい
ることが確認された。また、これらの要素形成に貢献する青少年期の国際的な経験には、
短期間の「旅行」も含まれることがわかった。したがって、筆者から上記の保護者への具
体的提言は、「もし子どもたちが将来グローバルで活躍することを望むなら、海外旅行の機
会を与え、たとえ短期間であっても『異文化』の体験を持たせてはどうか」である。
〈専門職学位論文〉                                                     2013年 9月修了（予定） 
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第１章 はじめに 
本研究の目的は、海外居住経験のある子どもたちは、日本にしか居住していない子ども
たちと比べて、海外配属で成功する資質を持っているのかどうかを検証することである。 
一般的に、日本では、海外居住経験のある子どもたちは「帰国子女」と呼ばれ、日本人
とは異なる性格と外国語の流暢さにおいて、尊敬とねたみの対象になっている(Podolsky, 
2008)。帰国子女は入学試験や就職活動でも優遇され、高校や大学の入試では英語の小論文
と面接だけで難関大学に入学できたり、就職活動でも優れた語学力と海外での居住経験が
大きなアピールポイントとなっている。   
日本企業は、海外居住経験のある学生を「グローバル人材」として積極的に採用してい
る。しかし、海外居住経験のある学生を採用したい理由は、「高い語学力や異文化理解力、
海外での適応能力の高さ、グローバル人材だから、グローバルな感覚、多様な人材の採用」
と語学力語学力と人材としての多様性であり、ここにもまたステレオタイプに近似した認
知があることがわかる（海外子女教育振興財団, 2012）（経済同友会, 2012）。そこで、本研
究では、海外居住経験のある子どもたちと、日本にしか居住していない子どもたちの性格
や指向、将来の職業観に関する認識を比較し、海外居住経験のある子どもたちの何が特徴
的なのか、それは海外配属で成功する予見要素なのかについて検証する。 
本研究は、カリフォルニア大学への交換留学という筆者の個人的な経験が背景になって
いる。小学生と中学生の２人の娘を連れての初めての海外生活で、子どもたちの異文化へ
の対応が、大人（私やカリフォルニア大学の留学生たち）の異文化への対応と異なること
を直接感じていた。また、ロサンゼルス日本語補習校の子どもたちの将来の夢が「日本と
アメリカの架け橋になるような仕事につきたい」「翻訳家になりたい」など、以前日本の小
学生たちから聞いた将来の夢「学校の先生になりたい」「スポーツ選手になりたい」などと
異なることに驚き、青少年期の環境は彼ら彼女たちの今後の人生の選択に大きな影響を与
えるのではないかという問題意識を持った。 
この問題意識を、ビジネススクールで学んだグローバル人事政策の理論に照らし合わせ
たのが、本研究である。グローバル人事政策の理論では、以下の理由から、適切な海外配
属者を選ぶことが課題になっている。 
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・ ビジネスのグローバル化に伴い海外配属者の数が増えているが、海外駐在業務が失
敗することも多く、失敗した際のコストが大きいこと 
・ 海外配属者には、国内業務での成功に必要な要素のほかに、海外で仕事を成功させ
るための独自の要素が決定的に必要であること 
 したがって、本研究の意義は、グローバル人事担当者に海外配属者の選出に関する示唆
を与えること、及び、将来子どもたちにグローバルで活躍してほしいと願う保護者に海外
配属者としての適性形成に関する示唆を与えることである。 
本研究は全部で６章から構成される。 
第２章では、海外居住経験のある子どもたちの規模や動向、彼ら彼女らを取り巻く環境
について述べる。 
第 3 章では、海外居住経験のある子どもたちに関する先行研究と、海外配属者の適性や
選出、研修についての先行研究をレビューする。 
特に、日本企業の海外居住経験のある子どもたちに対する採用姿勢の確認、グローバル
人事政策のフレームワークに基づく海外配属者の適性と失敗の理論についての論点整理、
青少年期の海外居住経験と海外配属者としての適格性との関係に注目する。 
第４章では、仮説と調査方法について述べる。調査は、ロサンゼルス日本語補習校に通
う小中学生（サンプル数 48）と海外居住経験のない日本人の小中学生（サンプル数 31）の
保護者に対して、アンケート用紙を用いたインタビュー形式で行った。この調査に基づき、
以下の３つの仮説を立てた。 
仮説１：海外居住の子どもたちは、日本居住の子どもたちと異なる特徴を持つ 
仮説２ 海外居住の子どもたちは、日本居住の子どもたちと異なる将来の職業観を持つ 
仮説３ 海外居住の子どもたちは、日本居住の子どもたちよりも将来の海外配属者として
の適性がある 
第５章では、仮説検定や因子分析、信頼性分析など統計的手法を用いて、ロサンゼルス
居住の子どもたちと日本居住の子どもたちの回答分布の定量的分析を行った。この結果、
仮説２と３が肯定された。加えて、仮説１が肯定されなかった理由の考察と、保護者のグ
ローバル子育てに関する認識について検証した。 
第６章では、調査結果に基づき、特に先行研究のうち、グローバル人事政策における海
外配属者の選出と研修の理論を援用しながら考察を行う。本研究の主たる発見事実は、海
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外配属者としての適性は、「国際業務志向」「海外異文化志向」「楽観的思考」の３つの因子
で説明できること、その前者２つの因子について海外居住経験のある子どもたちは、日本
居住の子どもたちと比べて統計的に有意な高い値を示したことであった。またもう１つの
発見事実は、海外居住経験がなくても、海外旅行経験のある子どもたちは、高い「国際業
務志向」「海外異文化志向」を持っていることが観察されたことである。 
第７章では、実務的応用可能性を述べるとともに、本研究の限界を示す。 
１つめの実務的応用可能性は、企業が海外駐在員を選ぶ際に、青少年期に海外居住経
験のある候補者を考慮に入れることである。本調査の結果から、海外居住経験のある子
どもたちは、海外配属者としての成功予見要素である「高い国際業務志向」「高い海外
異文化志向」を持っていることが観察された。加えて、これら海外異文化に対する姿勢、
性格などは大人になってから研修で変化させることはとても困難である (Caligiuri, 
2006)。したがって、有望な海外配属者を探している企業は、青少年期に海外居住経験の
ある従業員を候補者に入れるべきである。 
２つめは、青少年期に海外居住経験のある個人は、国内配属でも有用な用途があること
である。例えば、海外に配属する従業員や海外から配属されてきた従業員向けの異文化研
修の講師などに適任である。また、海外配属者の主要な失敗要因である本国からの不十分
なサポートの問題 (Snell,Bohlander,, 2013)を解決することができる。青少年期に海外居住
経験のある従業員は、異文化に関する重要な助言を行えるため、海外配属者たちに対する
本社側の相談役のポストとしても適任である。 
３つめは、青少年期に海外居住経験がなくても、青少年期に海外旅行経験のある個人は、
海外配属者として有望である可能性が高いことである。本調査の結果で、日本居住の海外
旅行経験のある子どもたちは、海外配属者としての成功予見要素である「高い国際業務志
向」「高い海外異文化志向」を持っていることが観察され、これらの志向に貢献する青少年
期の国際的な経験は「居住」に限らないことが示された。青少年期に海外居住経験のある
個人はとても希少な存在（帰国子女は 0.07％、日本人留学生は 1.6％）である。その数少な
い海外居住経験者のうち、優れた職業上の経験や専門的な技術能力を持っている個人はさ
らに少なくなる。したがって、有望な海外配属者を探している企業は、海外居住経験者だ
けでなく、海外旅行経験者も候補に含めることで、海外配属候補者のプールを拡大するこ
とができる。 
最後の実務的応用可能性は、グローバル人事政策者ではなく、日本居住の子どもたちの
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保護者たちに向けての提案である。子どもたちが将来グローバルに活躍することを望んで
いる親は多い。しかし、家族で海外赴任することや子どもを留学させることは、保護者の
勤務状況や金銭面など様々な事情から実現できないことが多い。本調査では、前述の通り、
日本居住の海外旅行経験のある子どもたちが、海外配属者としての成功予見要素を持って
いることが確認され、これらの要素形成に貢献する青少年期の国際的な経験は「居住」に
限らず、短期間の「旅行」も含まれることがわかった。したがって、筆者から日本居住の
子どもたちの保護者への提言は、「もし子どもたちが将来グローバルで活躍することを望
むなら、子どもを海外旅行へ連れて行き、異文化交流の経験をさせるべき」である。 
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第２章 海外居住経験のある子どもたちの概観 
第１節 海外居住経験のある子どもたちの定義 
 
表 1 用語の整理「在留邦人子女」「帰国生」「帰国子女」 
用語 居住国 在留国の永住権 年齢 
在留邦人子女（長期滞在者） 海外 なし 小中学生 
帰国生 日本 なし/あり 小中高校生 
海外・帰国子女※ 海外/日本 なし/あり ０歳以上大学生以下 
（注）日本在外企業協会の会員企業調査における定義 
（出所）外務省、文部科学省、日本在外企業協会の資料より筆者作成 
 
ひとくちに「海外居住経験のある子どもたち」と言っても、さまざまな呼び名がある。
例えば、「帰国子女」「帰国生」「在留邦人子女」「サードカルチャーキッズ（Third Culture 
Kids）」などがある。今後の混乱を避けるために、まず定義を明確にしておく。 
まず、外務省 (2013) は、「管内在留邦人子女数調査」で、日本の各大使館や領事館に届
けている在留期間３か月以上の日本人のうち、義務教育（小中学校）段階にある者を「在
留邦人子女」として、その数を公表している。外務省は、「在留邦人」のうち、在留国から
永住権を得ている日本人を「在留邦人永住者」、永住権を得ていない日本人を「在留邦人長
期滞在者」と区別している。したがって、「在留邦人子女数（長期滞在者）」とは、日本以
外の国に居住している、日本国籍を持ち、在留国の永住権を持っていない、義務教育段階
の子どもたち（ストックベース）である。 
文部科学省 (2012) は、「学校基本調査」で、１年以上の海外生活を終えて、日本の小中
高等学校へ編入した日本国籍を持つ子どもたちの数を「帰国生」数として公表している。
「帰国生」の定義は、海外勤務者などの児童生徒で、引続き 1 年を超えて海外に在留し、
調査期間中に帰国した児童生徒である。なお、「帰国生」の統計では、在留国の永住権の有
無は考慮していない。日本国籍を持っていれば「帰国生」、持っていなければ「外国人」と
区別している。したがって、帰国生とは、毎年日本に帰国した日本国籍を持つ子どもたち
（フローベース）である。  
また、日本在外企業協会（2011）は、会員企業 127 社を対象に、海外・帰国子女教育に
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関するアンケート調査を隔年行っている。この調査における「海外・帰国子女」の定義は、
会員企業の海外派遣社員が同伴した家族の中で、０歳以上大学生以下の子どもたちである。
したがって、日本在外企業協会の調査における「海外・帰国子女」は、会員企業の従業員
の海外派遣時の帯同家族である。 
これらの３つの用語の違いを整理したのが、（表１）である。ただし、長峰（2012）は、
「帰国子女」という言葉は、日本では一般的に広く長い間使用されおり、帰国子女の一般
的な概念を、（自分の意志で）大学以降に海外に留学した日本人と区別して、「帰国子女は、
幼稚園や小中学校の一時期を海外で過ごし、その後日本に帰ってき」た日本人と述べてい
る。 
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第２節 海外居住経験のある子どもたちの規模と動向 
 
第１項 在留邦人子女の規模と動向 
外務省の在留邦人子女数統計（長期滞在者）によると、在留邦人の増加に伴い、その同
伴家族である子どもたちも増加を続けている。この在留邦人子女数（長期滞在者）は、2004
年４月の５万４千人から 2012 年４月の６万７千人まで、８年間で約 27％増加している。
子どもたちの所属学校別で見ると、小学生段階が７割以上と大半を占めている（図１）。た
だし、この統計には、近年増加している未就学児は含まれていないため、未就学児を含め
ると、海外に居住している子どもたちはもっと多い。また、増加幅もこの統計に示されて
いるよりも、大きい可能性がある。 
 
 図 1  学校段階別の在留邦人子女（長期滞在者）の推移 
 
（注）各年４月 15日現在 
（出所）外務省｢在留邦人子女数統計（長期滞在者）｣より筆者作成 
 
次に、滞在地域別に在留邦人子女数（長期滞在者）を見ると、アジアが一番多く約２万
６千人（構成比 40.8％）、続いて北米２万１千人（同 32.8％）、欧州１万２千人（同 18.6％）
である（図２）。北米と欧州の人数は年によって増減があるが、アジアはリーマンショック
直後の 2009 年を除いて、一貫して増加している。2004 年から８年間の伸び率は、北米と
欧州はともに５％ポイント、アジアが 62％ポイントである。このことからも、日本からア
ジア地域の海外進出が近年大きく増加していることがわかる。 
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 図 2  地域別の在留邦人子女（長期滞在者）の推移 
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（注）各年４月 15日現在 
（出所）外務省｢在留邦人子女数統計（長期滞在者）｣より筆者作成 
 
最後に、在留邦人子女数（長期滞在者）を日本在籍の小中学生数と比較すると、2011 年
の比率は 0.6％であり、海外赴任帯同家族として一時的に海外居住をしている日本人の小中
学生は増加しているとはいえ、全体数と比べるとごく少数であることがわかる（図３）。 
 
図 3  在留邦人子女（長期滞在者）の全体（日本の小中学生数）に占める割合 
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（出所）文部科学省「学校基本調査」外務省｢在留邦人子女数統計（長期滞在者）｣より筆者作成 
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第２項 帰国生の規模と動向 
文部科学省の学校基本調査（2012）によると、帰国生は、2011 年度間で小中高等学校等
を合わせて 約１万人であった（図４）。これを、先の外務省「在留邦人子女数統計（長期
滞在者）」の人数（６万７千人）と比べると、海外に居住している子どもたちの約 15％が、
毎年入れ替わっていると考えることもできる。学校別では、外務省の統計と同様に小学校
段階の児童生徒数が最も多い。帰国生は 2000 年以降毎年１万人程度で推移している。リー
マンショック後の経済不況時（2008 年度、2009 年度）に帰国生の人数が増えており、その
時期に日本の海外進出が一時的に減少したことがうかがえる。 
図 4  帰国生の推移 
 
（出所）文部科学省「学校基本調査」より筆者作成 
最後に、帰国生を日本在籍の小中学生全体数と比べると、その割合は 0.07％(2011 年度)
と、極めて少数であることがわかる（図５）。 
 
図 5  帰国生の全体（日本の全小中高校生数）に占める割合 
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（出所）文部科学省「学校基本調査」より筆者作成 
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第３項 海外・帰国子女の規模と動向（日本在外企業協会調査） 
日本在外企業協会の「2011年海外・帰国子女教育に関するアンケート」調査によると、
会員企業127社における海外派遣社員は３万１千人、海外子女は１万６千人であった（図６）。
なお、このアンケート中の義務教育段階（小中学生）の海外子女数は８千人であり、外務
省の在留邦人子女数（長期滞在者）の人数（６万７千人）の約12％がこの調査に含まれて
いる計算となる。 
 
図 6  海外派遣社員と帯同海外子女の推移 
 
（出所）日本在外企業協会「2011年海外・帰国子女教育に関するアンケート」調査より筆者作成 
 
海外派遣社員のうちで家族を帯同している者の割合を見ると、2007年53％、2009年49％、
2011年46％と低下している。日本在外企業協会（2011）は、2009年以降海外派遣社員の家
族帯同率が低下している要因として、「子女を帯同していると思われる30代の比率がやや減
少（40％→38％）、前回同様に最も多かった40代の比率は変わらないが（44％）、50代の割
合が増加（11％→14％）、派遣年代の構成の変化が（中略）要因の１つとも考えられる。」
としている。要するに、海外派遣者の年齢が、小中学生の子どもがいる30代から、配偶者
や子どものいない20代や、子どもが高校大学生になり、もはや家族を帯同しない50代にシ
フトしていると言える。このことから、企業がコストのかかる家族ぐるみの海外派遣を減
らしている傾向がうかがえる。 
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図 7  学校段階別に見た海外・帰国子女の割合 
 
（出所）日本在外企業協会「2011年海外・帰国子女教育に関するアンケート」調査より筆者作成 
 
最後に、海外・帰国子女を学校段階別に見ると、未就学児と幼稚園が約40％を占めてい
る（図７）。2009年以降、海外・帰国子女の低年齢化が進んでおり、これも海外派遣社員の
年齢構成の変化（配偶者と義務教育段階の子どもを帯同する30代の比率の減少と配偶者や
子どものいない20代の増加）が原因の１つとして考えられる。 
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第３節 海外居住経験のある子どもたちへの国の施策 
 
第１項 文部科学省と外務省の施策 
 日本では、文部科学省と外務省が、海外子女教育の振興のための施策を行っている（文
部科学省, 2013）。 具体的には、文部科学省が、海外にある日本の教育施設への教員派遣や
教材整備補助など、また日本の学校の帰国児童生徒受入れに係る支援（帰国子女向け入試
や編入試験など）などを行っている。外務省は、海外にある日本の教育施設の校舎借料補
助や現地採用教員謝金援助などを行っている。 
 
表 2 在外教育施設数 
（単位：校） 
地 域 名 日本人学校 
（全日制） 
補習授業校 
（土曜日や放課後など） 
私立在外教育施設 
（日本の私立学校など） 
北米 4    87    3    
欧州 21    64    4    
アジア 35    19                    1   
その他                28   33    1    
合  計 88    203    9    
（出所）文部科学省｢海外で学ぶ子どもたち（2013年度版）｣より筆者作成 
 
在外教育施設とは、海外に居住する日本人の子どもたちが、日本と同じ教育を受けられ
るようにするために、海外に設置された教育施設であり、日本人学校、補習授業校、私立
在外教育施設に分けられる（表２）。 
日本人学校とは、日本国内の小中高等学校と同じ内容の教育を行う全日制（月曜日から
金曜日まで授業がある）の教育施設である。世界 51 か国・地域に 88 校が設置されており、
約１万９千人が学んでいる（2011 年 4 月）。地域別に見ると、非英語圏のアジアや中南米
に多く設置されている。 
補習授業校は、現地の学校やインターナショナルスクール（外国人向けの学校）などに
通学している日本人の子どもたちに対し、土曜日や放課後などを利用して日本の小中学校
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の一部の教科（特に国語）ついて日本語で授業を行う教育施設である。世界 56 か国・地域
に 203 校が設置されており、約１万７千人が学んでいる（2011 年）。地域別に見ると、英
語圏である北米で最も多い。北米の駐在員の子どもたちの多くは、平日は英語を学ぶため
に現地の公立学校へ通い、土曜日や放課後だけ補習授業校で日本の教育を受けている。ち
なみに、今回の調査対象であるあさひ学園（正式名称、ロサンゼルス補習授業校）は、４
校舎（サンタモニカ校、サンゲーブル校、トーランス校、オレンジ校）を持ち、世界中の
補習授業校の中で最大の在籍生徒数を有している。   
佐藤（2007）は、従来は、アジアなど非英語圏の駐在員の子どもたちは「日本人学校志
向」で、欧米地域では「現地校志向」が多いとされていたが、近年はアジア地域にも「現
地校志向」が広がってきていると述べている。アジアの日本人学校就学率は年々減少傾向
にあり、1980 年代は 94％以上あったが、2006 年には 63％に低下している。一方で、現地
校（実際にはインターナショナルスクールが多い）の就学者が増えていると述べている。
これは、アジア地域などに駐在した家族たちの中でも、子どもたちを日本人学校へ通わせ
るよりも、英語を身につけるために平日はインターナショナルスクールに通わせる傾向が
強くなってきているからである。 
最後の分類である私立在外教育施設は、国内の学校法人など（主に私立学校）が母体と
なり海外に設置した全日制教育施設である。世界に 9 校が設置されている。（2011 年） 
 
第２項 海外子女教育振興財団の施策 
海外子女教育振興財団（2012）は、1971 年に設立した財団法人であり、文部科学省と連
携して、海外に勤務する日本人の子どもたちや、海外勤務を終了し日本に帰国した子ども
たちの教育の振興を行っている。具体的には、海外勤務前の家族向けの研修や、在外教育
施設に通う子どもたちへの日本の教科書の配布、帰国後の英語保持教室などを行っている。  
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第４節 海外居住経験のある子どもたちへの学校の施策 
1980 年代、文部省（現、文部科学省）は帰国子女に対する教育機会の確保のために、「公
立高等学校の入学者選抜について」（文初高第 283 号 1984 年７月 20 日）と、「高等学校
における帰国子女の編入学の機会の拡大について」（文初高第 280 号 1988 年 10 月８日）
を通知し、日本の高等学校に帰国生の受け入れ拡大を求めた。この背景には、海外居住経
験のある子どもたちは、日本の教育を受ける機会を失ったかわいそうな救済すべき存在で
あり、帰国した際に問題なく日本の教育に適応させるために国が支援しなければならない
という発想があった。 
関口（2007）によると、1980 年代の「日本経済の国際化に伴い、海外在住日本人の子ど
もは 3 万～ 4 万人，帰国する子どもが 1 万人規模となり，日本の教育を受けずに海外で
成長した子どもたちが進路選択で不利を被っていることが「社会問題化」された。外交官
や大企業のビジネスマンなど高い階層の親たちの影響力によって，海外では日本人学校・
補習校の整備、国内では帰国子女受入校や高校大学入試での特別枠などが設置されていっ
た」「しかし、教育の政治的パラダイムが近代化から国際化へ、グローバル化へとシフトす
るにつれ、「帰国子女」を「救済されるべきかわいそうな存在」ではなく，「日本の国際化・
グローバル化戦略の中でその特質が生かされるべき有望な人的資源」とする文脈が優勢に
な」っていったと述べている。 
その結果、日本の学校における帰国生受け入れ枠は、政府主導の救済政策ではなく、そ
れぞれの学校の「有望な人材をとりたい」という自主的な戦略として拡大していった。海
外子女教育振興財団（2012）によると、2012 年現在、帰国子女の受け入れ枠を設置してい
る学校は、小学校 90 校、中学校（中等教育学校を含む）250 校、高等学校（高等専門学校
を含む）419 校にのぼる。ちなみに、東京都の公立高校では、国際高校、三田高校、竹早
高校、日野台高校が、海外帰国生対象の入学者選抜（定員 84名）を行っている(教育庁, 2013)。 
さらに、大学の帰国生向け入試も拡大している。文部科学省(2012)によると、2012 年現
在、帰国子女向け入試を実施している大学数は 400、学部数は 1,122 ある。これらの全体に
占める割合は 50％以上に達している。しかし、帰国子女向け入試による入学者数は全入学
者の 0.2％であり、大学が用意している帰国子女向け入試の入学者枠は、ほとんど埋まって
いない状態が窺える（表３）。そもそも前述のように、全在校生に占める海外居住の子ども
たちや帰国生の比率は非常に低いため（図 3、図５）、大学入試における帰国子女向け入試
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に関しては、需要（帰国生を受け入れたいという大学数）が供給（帰国子女の絶対数）を、
大きく上回っていると考えられる。この超過需要の背景には、受け入れ側の大学の「帰国
子女を受け入れることが他の在校生のグローバル志向の刺激になってほしい」や、「卒業後
の就職に有利な語学力がある帰国子女を入学させて卒業生全体の就職率を上げたい」とい
う思いがあるのかもしれない。 
 
表 3 国公私立大学の帰国子女向け入学者選抜実施状況 
（単位：数） 
実施年度 2010 2011 2012 
大学数 
（全体数に占める割合） 
395 
（54.0％） 
397 
(54.0％) 
400 
(54.0％) 
学部数 
（全体数に占める割合） 
1117 
(52.2％) 
1117 
(51.8％) 
1122 
(51.3％) 
入学者数 
（全体数に占める割合） 
1148 
(0.2％) 
1235 
(0.2％) 
975 
(0.2％) 
（注）（ ）は大学数・学部数・入学者数それぞれの全体数に対する割合である 
（出所）文部科学省｢平成 24年度国公私立大学・短期大学入学者選抜実施状況の概要｣より筆者作成 
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第５節 海外居住経験のある子どもたちへの企業の採用状況 
日本在外企業協会は、「海外・帰国子女教育に関するアンケート」で、会員企業に対し
て、帰国子女に対する採用姿勢に関する調査を行っている。2011 年の調査では、帰国子女
の積極的採用を「したい」と回答した企業は 127 社中 20 社であった。帰国子女を積極的に
採用したいと回答した企業の割合は、景気悪化直後の 2009 年は一旦減少したものの、2011
年には 17％に達している（図８）。この 17％という値は、前述の海外居住の子どもたちや
帰国生の全在校生に占める比率（図 3、図５）と比べると、とても高い数値と考えること
ができる。したがって、海外進出日本企業における帰国子女採用姿勢に関しても、需要（帰
国子女を採用したい企業数）が供給（帰国子女の絶対数）を大きく上回っているというこ
とができる。 
また、帰国子女を積極的に採用したい主な理由として、高い語学力やグローバルな人材
などがあげられ、企業は帰国子女たちをグローバル対応に見合う人材としてみていること
が推察できる（表４）。 
 
図 8  帰国子女の積極的に採用したいと答えた企業の割合 
 
 (出所) 日本在外企業協会「海外・帰国子女教育に関するアンケート」各年調査より筆者作成 
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表 4 帰国子女を「積極的に採用したい」の主な理由 
実施年度 積極的に採用したい理由 
2011年 ビジネスのグローバル化に伴い、特に語学面で能力の高い人材を求めている 
海外での適応能力の高さを評価する 
2009年 グローバル化への対応 
語学、異文化理解などの海外経験を業務へ活かして欲しいと期待するから 
2007年 グローバル人材の確保 
語学、異文化理解などの面で海外経験を活かし、即戦力になるから 
2005年 英語レベル 
グローバルな感覚、多様な人材の採用のため 
海外業務が多いため、グローバル化への対応 
現地文化に対する理解がある。 
（出所）日本在外企業協会「海外・帰国子女教育に関するアンケート」各年調査より筆者作成 
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第６節 アメリカにおける海外居住経験のある子どもたちの定義    
「サードカルチャーキッズ（Third Culture kids）」 
 
第１項 サードカルチャーキッズ（TCKs）の定義 
アメリカでは、海外居住経験のある子どもたちの呼び名として、「サードカルチャーキ
ッズ（Third Culture Kids）」という言葉がある。これは、1950 年代にジョン・ユシームと
ラス・ヒル・ユシームが使い始めたものである。サードカルチャーキッズ（以下、TCKs
と略する）とは、親の仕事上の都合で海外へ行き、青少年期のかなりの時期を異文化の中
で過ごした子どもたちを指す。「サードカルチャー」という言葉は、サードカルチャーキッ
ズ（TCKs）が自分の国籍の国の文化（第一の文化）と転居先の新しい国の文化（第二の文
化）を統合し、独自の文化（第三の文化）を作り出すことを示している。また、その性格
や指向に独特の特徴を持つと述べられている。具体的な人物をあげると、ハワイで生まれ、
インドネシアとシカゴで成長したオバマ大統領は、サードカルチャーキッズ（TCKs）であ
ると言える（Useem, Useem,, 1999）。 
 
第２項 サードカルチャーキッズ（TCKs）の種類と特徴 
Tckid.com では、サードカルチャーキッズ（TCKs）を、親の職業によって、以下の４
つに分類している（表５）。なぜならば、親の職業によって、子どもたちが海外に住む期間
や、異文化とのかかわり合いの度合いに大きな差があるからである。 
（１）一般企業勤務者の子どもたちは、長い期間海外に住むことが多い。一般企業勤務
者の子どもたちのうち 63％が 10 年以上海外に住んでいる。また、一般企業関係者の子ど
もたちは、１つの国だけでなく何か国にも滞在することが多い。加えて、居住国の文化と
自国の文化両方に接触する機会も多い。 
（２）政府関係者（軍以外）の子どもたちも、一般企業勤務者の子どもたちと同様に、
長い期間海外に住むことが多い。これらの子どもたちのうち、44％は 10 年以上海外に住ん
でいる。また同じく 44％は 4 つ以上の国に住む経験をする。ただし、自国の文化と居住地
の文化へのかかわり合いの程度は、親の職種によって差がある。 
（３）宗教関係者の子どもたちは、一般企業勤務者や政府関係者（軍以外）と異なり、
典型的に海外の 1つの国だけに居住する。これらの子どもたちの特徴としては、彼らの 85％
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が 10 年以上海外に住み、また 75％が１つだけの国に居住する。宗教関係者の子どもたち
は、居住国の人たちと最も深く接触し、彼らの自国の人たちと接触する機会は最も少ない。 
（４）その他は、上記３つのカテゴリーに当てはまらない仕事を持っている親の子ども
たちである。例えば、国際機関勤務者や教員、報道関係者などである。その他のカテゴリ
ーの子どもたちは、典型的に海外の居住期間は短い。彼らのうち 42％が２年以内の居住で
あり、70％が５年以内である。また、これら子どもたちが居住国の文化に接触する程度は、
彼らのおかれた環境によって様々である。 
ちなみに、アメリカ人の中で最も国境をまたぐ異動が多い軍人の子どもたちは、以下の
２つの理由でサードカルチャーキッズ（TCKs）とみなされていない。１つめは、居住年数
が少ないことである。一般的に軍人の子どもたちは、長くても２、３年しか移転地に居住
しない。２つめは、居住地の文化に接触する機会がないことである。軍基地は居住国の自
治体とは独立しているため、子どもたちが居住国の人々や文化に触れる機会はほとんどな
い。  
 
表 5 サードカルチャーキッズ（TCKs）の種類と特徴 
親の職業 居住年数 居住国数 居住地の文化へ
の関わり 
一般企業勤務者 
 
長い 
（63％が10年以上） 
多い 
（大半が数か国） 
状況による 
政府関係者（軍以外※） 
 
長い 
（44％が10年以上） 
多い 
（44％が 4 か国以上） 
状況による 
宗教関係者 
 
長い 
（85％が10年以上） 
少ない 
（75％が１か国のみ） 
深い 
その他 
（国際機関勤務者、教員など） 
短い 
（70％が５年以内） 
状況による 状況による 
（注）軍人の子どもは、TCKs に含まない 
（出所）Third Culture Kids community "What is a Third Culture Kid?"（2009）より筆者作成 
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第７節 海外/帰国子女とサードカルチャーキッズ（TCKs）の比較 
 
第１項 海外/帰国子女とサードカルチャーキッズ（TCKs）の共通点 
ポドリスキ （ーPodolsky, 2004）は、主に日本での研究で使われる海外/帰国子女と、
主にアメリカでの研究で使われるサードカルチャーキッズ（TCKs）との相違点を整
理している（表６）。 
まず１つめの共通点は、その研究対象である。海外/帰国子女とサードカルチャー
キッズ（TCKs）の研究は、日本とアメリカで、これまでほぼ独立して発展してきた
が、これら２つの研究対象は、「親の職業上の都合により、一定期間海外に居住した
経験のある子どもたち」という点で共通している。 
２つめの共通点は、研究の焦点である。海外/帰国子女とサードカルチャーキッズ
（TCKs）の研究はともに、青少年期の海外居住経験が、彼らや彼女らの以後の人生
に作り出す、認識できる違いに焦点を当てている。 
 
表 6 海外／帰国子女とサードカルチャーキッズ（TCKs）の比較 
 論 点 海外/帰国子女 サードカルチャーキッズ
（TCKs） 
共通 研究の対象 親の職業上の都合により、一定期間海外に居住した子どもたち 
研究の焦点 青少年期の海外居住経験によって作り出された、他と認識できる違い 
相違 政府の関与 強い（特別待遇あり） 弱い（特別待遇なし） 
人々の認識 強い 
共通の明確なイメージがある 
弱い 
共通のイメージはない 
研究の視点 教育学者による、 
海外/帰国子女と日本の教育システムとの
適合/不適合の関係 
元 TCK などによる、 
サードカルチャーキッズ
（TCKs）の性格や考え方 
（出所）Podolsky (2004)を基に筆者作成 
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第２項 海外/帰国子女とサードカルチャーキッズ（TCKs）の相違点 
ポドリスキー（Podolsky, 2004）は、海外/帰国子女とサードカルチャーキッズ
（TCKs）の相違点として、以下の３つをあげている。１つめは政府の関与の程度で
あり、２つめは彼ら彼女らに対する一般の人々の共通認識であり、最後は学術研究の
理論的な視点である。 
まず１つめの、政府のこれらの子どもたちに対する関与の程度は、両者で大きな違
いがある。日本では、文部科学省が 40 年以上も前から、増え続ける海外居住の日本
人生徒が引き起こすかもしれない問題を強く意識していた。そして、日本の教育制度
の一貫性を保つために、日本政府は海外に住む日本人の子どもが、日本人としてふさ
わしい教育が受けられるように日本語学校や日本語補習校の支援、教科書の無償配布
などを行ってきた。また、日本政府は、帰国生が日本の教育制度に適合しやすい制度
（例えば、高校や大学の入試に「帰国生枠」を設けること）も作った。一方で、アメ
リカでは、帰国生がアメリカの教育制度に適合しやすくする政策を、少なくとも日本
のような中央集権的で統一的な政策としては行っていない。これは、アメリカでは長
い移民の歴史があり、多様性が教育機関の担当者に根付いているからかもしれない。
この結果として、アメリカでは、高校や大学の入試の際に帰国生を優遇する日本のよ
うな制度も存在しない。 
２つめの違いは、海外/帰国子女とサードカルチャーキッズ（TCKs）に対する一般
の人々の共通の認識である。日本では、日本政府の海外/帰国子女に対する強い関与
が、日本の一般の人々の海外/帰国子女への強い関心と特別視に影響を与えている。
日本人は、海外/帰国子女に対して、とても明確なイメージを持っている。ポドリス
キー(Podolsky, 2008)は、この日本人の帰国子女に対する共通のイメージを、「帰国子
女は、日本の文化の規範を持っていない軽蔑の対象であると同時に、彼らの海外の居
住経験と特に外国語の流暢さにおいて尊敬とねたみの対象である」と述べている。逆
に、一般的なアメリカ人の中で、サードカルチャーキッズ（TCKs）に対する共通の
認識は広まっていない。これは、アメリカには長い移民の歴史と多民族国家の価値観
があり、教育機関は様々なバックグラウンドを持つ子どもたちを教育することが元来
求められていることが影響していると考えられる。そのため、サードカルチャーキッ
ズ（TCKs）がアメリカの文化の規範を持っていないからといって、一般の人々から
注目されることはないのである。 
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３つめの違いは、学術研究の視点である。日本の研究は、教育学者によって作成さ
れたものが多い。研究の視点は、日本文化の価値基準と行動パターンを持っていない
海外/帰国子女を、日本の教育システムにどう適合させるのかなど社会システムに関
する分析が中心である。一方で、アメリカのサードカルチャーキッズ（TCKs）の研
究は、自分自身がサードカルチャーキッズ（TCKs）だった人やサードカルチャーキ
ッズ（TCKs）の親など研究対象と非常に近い関係を持つ学者によって作成されたも
のが多い。研究の視点は、個人に対する研究、例えば、海外居住経験がその子どもの
性格、考え方に与えた影響などが多い。  
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第３章 先行研究のまとめ 
第１節 海外居住経験のある子どもたちに関する先行研究 
第１項 日本における海外帰国子女の採用状況 
 
表 7  日本企業における海外帰国子女の採用と時代的変遷 
時代 海外帰国子女の採用環境 
〜1980年半ば 海外帰国子女の人数が少なく、奇異の目。就職困難。 
〜1990年半ば 国際化要員の必要性が急増し、海外帰国子女採用のブーム 
〜2000年半ば 日本人留学生の増加、景気の悪化で海外帰国子女採用ブームに陰り 
2000年半ば〜 
 
一定の語学力と海外経験を前提にした競争的土壌ができる 
（海外帰国子女、日本人留学生、外国人留学生） 
（出所）長峰（2012）を基に筆者作成 
 
長峰（2012）は、「日本企業における海外帰国子女の採用と時代的変遷」という研究の
中で、「帰国子女の日本企業への就職をめぐっては、何度か時代的な転変を繰り返した」と
述べている（表７）。まず、「戦後の高度経済成長開始期（1950 年代後半）に入社し、高度
成長の波に乗って海外進出の先兵となった世代が 40 歳代後半から 50 歳代前半になり、そ
の子どもたちが高校や大学を卒業し、就職するようになるのは、1970 年代末から 80 年代
はじめにかけての頃である。それ以前はいまだ帰国子女の数は少なく、海外で育ち、海外
で教育を受けてきた子どもたちの言動が奇異の目でみられることも多かった。」その後、
「1985 年の急激な円高を経てバブル景気へと向かうなかで、日本企業の海外進出はいっそ
う拡大し、海外駐在員の数も急増していった。」そうして、「日本企業の国際化が急がれる
なか、養成に時間がかかる海外要員が不足し、帰国子女や海外留学生が注目されるように
なっていく。帰国子女ブームともいえる状況が到来し、帰国子女であるが故に就職が困難
であった状況は一変し、帰国子女であることは大きなアピールポイントになっていった。」
「しかし、やがてふたたび時代は変わり、1990 年代半ばになるともはや帰国子女は珍しい
存在ではなくなった。１年や２年の海外体験はふつうの日本人学生でも手が届く時代にな
った。」「他方、バブル崩壊後は失業率も徐々に上昇しはじめ、大学生の就職状況もしだい
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に悪化していった。そうしたなかで、語学力や異文化への適応力はかつての神通力を失い、
それだけでは通用しにくい時代になってきた。」近年、「とくに 2000 年代半ば以降になると、
日本企業は帰国子女だけでなく、日本人留学生や外国人留学生をも積極的に採用するよう
にな」った。それは、「一定の語学力や海外経験を前提にした競争的土壌が労働市場のなか
に生まれてきた」ためと考えられる。 
長峰は上記のように分析しているが、筆者は、帰国子女に新たなライバル（日本人留学
生や外国人留学生）が出てきたといっても、日本企業の帰国子女に対する採用姿勢が消極
的になったとは言えないと考える。なぜなら、それ以上に日本企業のグローバル人材への
需要が増えて続けているからだ。 
  
図 9  直近一年間の日本人留学生の採用状況 
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採用活動をし、採用した 採用活動は行ったが、採用はしていない 採用活動を行っていない
 
 (出所) 経済同友会「企業の採用と教育に関するアンケート調査（2012年）」より筆者作成 
  
 日本企業の海外居住経験に対する採用姿勢を、経済同友会（2012）が、「企業の採用と教
育に関するアンケート調査（2012 年）」で見ると、日本人留学生1へ採用活動を行った会員
企業は全体で 76％（内訳は、製造業で 82％、非製造業で 72％）であり、ほとんどの企業
が日本人留学生への採用活動を行っていることがわかる（図９）。 
 また、日本人留学生を採用したい主な理由としては、高い語学力、グローバル化に対応
する人材を確保するため、多様で優秀な人材を確保するため（ダイバーシティの推進、エ
ッジの利いた人材の採用）など、前述の帰国子女を採用したい理由と同様に、語学力や日
                                               
1この調査の日本人留学生の定義は、「外国の大学卒業・大学院修了の日本人新卒者」  
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本人とは違う特徴的な性格に注目した内容が多い。 
最後に、日本人留学生の全体に占める割合を確認する。前述の通り、長峰（2012）は、
近年帰国子女の採用ブームに陰りが出てきたと述べているが、日本人留学の全在校生に占
める比率は 1.6％（2010 年）であり、８割近い企業が採用したいと言っている海外居住経
験のある学生は、全体から見ればとても少数派であることがわかる。加えて、近年留学す
る日本人が低下しているため、企業の海外居住経験者に対する積極的な採用姿勢は、さら
に強くなっている可能性が考えられる。 
 
図 10  日本人留学生と帰国生の在校生に占める割合 
0%
1%
1%
2%
2%
3%
帰国生比率
日本人留学生
 
（注）帰国生の分母は小中高校生数、留学生の分母は高校大学の在籍数 
(出所) 経済同友会「企業の採用と教育に関するアンケート調査（2012年）」より筆者作成 
 
 30 
 
第２項 サードカルチャーキッズ（TCKs）の海外配属者としての適格性 
セルマーとホン（Selmer, Hon,, 2004）は、サードカルチャーキッズ（TCKs）は他の子
どもたちとは明確に異なる国際的な性格と認識を持っており、また、彼ら彼女らの青少年
期に発達したこれら国際的な性格と認識は、大人になっても変化しないと述べている。加
えて、彼ら彼女らの持つ国際的な性格と認識は、企業が成人の海外配属候補者に行う伝統
的な研修では与えることができない。したがって、過去にサードカルチャーキッズ（TCKs）
だった個人は、海外配属者として有望な候補者になり得る資質を持っていると述べている。 
具体的には、セルマーらは、３つのグループの子どもたち「イギリス生まれで香港に住
んでいるイギリス国籍のサードカルチャーキッズ（TCKs）」、「生まれたときからずっとイ
ギリスに住んでいるイギリス国籍の子どもたち」、「生まれたときからずっと香港に住んで
いる香港国籍の中国系の子どもたち」に対して、「国際的である」ということ及び彼らの性
格について、アンケート調査を行った。 
 
表 8 サードカルチャーキッズ（TCKs）の特徴 
項 目 サードカルチャーキッズ（TCKs）が高い値を示した項目 
「国際的である」ために必要なこと 
 
語学力 
中立性、偏見がないこと、柔軟性 
外国の制度や文化を受け入れること 
他者を尊重すること 
他者の考え方や態度を受け入れること 
過去の国際的な経験、親や学校からの教育 
本人の性格 
 
家族との繋がりが強い 
海外旅行が好き 
他の言語や文化を受け入れる 
（出所）セルマーら（Selmer, Hon,, 2004）を基に筆者作成 
 
その結果、サードカルチャーキッズ（TCKs）は他の２つのグループと明確に異なる「国
際的である」という認識、性格を持っていることがわかった(表８)。具体的には、「国際的
である」ために必要な項目に対する回答のうち、サードカルチャーキッズ（TCKs）は、国
 31 
際的な経験や、親や学校からの教育、語学力、中立性、偏見がないこと、柔軟性、外国の
制度や文化に対する態度、他者を尊重すること、他者の考え方や態度を容認することを、
他の２つのグループよりも高く評価している。また、性格に関する質問のうち、サードカ
ルチャーキッズ（TCKs）が高い値を出したのは、家族との繋がりが強いこと、海外旅行が
好きなこと、他の言語や文化を受け入れることであった。 
 語学力や異文化（他者）を尊重する姿勢、過去の国際的な経験は、海外配属者を選出す
る際に考慮すべき重要な要素である。また、国際間の移動を好むことや家族との繋がりが
強いこと、異文化や他の言語を受け入れることは、国外で業務を成功させる上で大事な要
素である。したがって、この調査結果から、これらの性格や考え方を身につけているサー
ドカルチャーキッズ（TCKs）は、海外配属者として成功する可能性が高いと、セルマーら
は述べている。 
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表 9  元サードカルチャーキッズ（TCKs）の大学選択と職業選択 
「はい」の 
回答割合 
質問内容 
66％ 青少年期の海外居住経験は、あなたの大学の学部選択と職業選択に影響している 
70％ ２か国語以上を使う職業につきたい（もしくは、ついた） 
52％ 国際的な移動を伴う職業につきたい（もしくは、ついた） 
（出所）Byttner（2012）を基に筆者作成 
 
バイトナー（Byttner, 2012）は、約 250 人の元サードカルチャーキッズ（TCKs）に、大
学の専攻と職業選択について調査をした（表９）。その中で 66％が、彼らのサードカルチ
ャーキッズ（TCKs）としての経験が、彼らの大学の学部選択と職業選択に影響していると
回答した。また、元サードカルチャーキッズ（TCKs）の大学の専攻内容は、多い順から心
理学、人類学、国際関係学であり、これは、この研究の調査期間のアメリカの学位授与者
の専攻の順序（多い順からビジネス、社会科学と歴史、健康科学）とは明確に異なってお
り、彼らの青少年期の海外居住経験が、心理学や文化、国際関係への強い興味を起こさせ、
その後の人生では変わっていないことがうかがえる。また、職業選択では、元サードカル
チャーキッズ（TCKs）の 70%が２か国語以上を使う仕事につきたい（もしくはついてい
る）と回答している。また、彼らのうち 52％が国際的な移動を伴う職業につきたい（もし
くはついている）と回答している。多民族国家のアメリカにおいてもビジネス上の共通言
語は英語であり、２か国語以上を必要とする職業が大半を占めている訳ではない。したが
って、この元サードカルチャーキッズ（TCKs）の２か国語以上を使う職業につきたい（も
しくは、ついている）の回答割合 70％は非常に高い数値だと考えることができる。同様に、
国際的な移動を伴う職業につきたい（もしくは、ついている）の回答割合が半数を超えて
いることも、アメリカ国内市場の大きさを考えると高い数値だと言うことでできるだろう。 
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サードカルチャーキッズコミュニティ（Tckid, 2009）の調査や研究で、サードカルチャ
ーキッズ（TCKs）は、平均的なアメリカ人に比べて、以下のような特徴的な性格と指向が
あると言われている。 
 
性格と指向 
（語学力） 
・ 他の言語に熟達している割合が高い 
（異文化理解力） 
・ 他国の文化や人をよく理解していると思っている 
（社交性） 
・ 社交的である。 
・ 自分はどんな人たちとでも、うまくやっていけると信じている 
（家族との繋がり） 
・ 離婚率が低い 
（移動に対する考え方） 
・ 移動（旅行や転居）を続けたいという願望が強い 
（マイナス面） 
・ 自分の同級生や同僚と同調していないと感じている 
・ うつ病や自殺が多い 
大学と職業の選択 
（大学の選択） 
・ サードカルチャーキッズ（TCKs）の学士取得率が高い（TCKs 81％、それ以外 21％）
修士以上の取得率が高い（TCKs 40％、それ以外５％） 
（職業の選択） 
・ 教員、医者、弁護士や会計士などの専門職、個人事業主など、独立性の高い職業に
つくことが多い。大企業や政府などに勤める割合は低い。 
 
以上の結果から、サードカルチャーキッズ（TCKs）は、海外で仕事をする際の適性であ
る、語学力、異文化理解力、社交性、強い家族との繋がり、国際間の転勤や転居への志向
などを持っていると考えることができる。 
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表 10 北欧の日本駐在員と日本人従業員との異文化コミュニケーション 
分 類 項 目 
異文化コミュニケーションの障壁 
 
日本の階級主義の価値観 
集団行動的傾向 
語学力不足 
コミュニケーション改善策 
 
北欧と日本の両方の国に居住経験のある人材の採用 
非公式の交流 
職場環境の共有 
英語力のある日本人従業員の採用と英語研修 
（出所）ペルトコルピ（Peltokorpi, 2007）を基に筆者作成 
 
ペルトコルピ （Peltokorpi, 2007）は、北欧の日本駐在者（多くは、駐在所の代表）と
ローカルの日本人従業員とのコミュニケーションの分析の中で、北欧と日本の両方の言語
と文化に深い理解のある人材の登用が有用であると述べている。 
まず、ペルトコルピは、北欧の日本駐在者と日本人従業員との言語と文化の違いが、駐
在事務所内のコミュニケーションに悪い影響を与えていると分析している（表 10）。コミ
ュニケーションを困難にしている主な要因は、日本の階級主義の価値観と集団行動的傾向、
双方の語学力の不足である。具体的には、日本人従業員は階層的な社内の地位に神経質な
ために、北欧の駐在所代表へのコミュニケーションは、ほとんど日本人のマネージャーを
通して行われ、北欧の日本駐在者が直接若い日本人従業員とコミュニケーションを取るこ
とが困難である。また、日本人従業員は一般的に、間違った意見を言って同僚たちからの
自分の評価を落とすことをとても恐れるため、会議の場で自分の意見を言わない集団行動
的傾向がある。最後に語学力の不足により、日本人従業員たちは受け身中心のコミュニケ
ーションを取っている。加えて、双方の英語・日本語能力が不足しているため、日本人従
業員たちの打ち合わせは主に日本語で行われ、日本人のマネージャーが北欧の駐在者に対
して報告する際に、自分の利益のために情報を操作することが可能なっていると分析して
いる。 
これら北欧の日本駐在者と日本人従業員とのコミュニケーションの障害を克服するた
め有効な手段として、非公式の交流や英語研修などが上げられているが、中でも北欧と日
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本の言語と文化に深い理解のある人材の採用が有用だとして述べられている。北欧と日本
の両方の国に居住経験のある人材は、北欧の駐在者と日本人従業員との連結者となり、両
者間のコミュニケーションを迅速に行うことの助けになる。具体的には、両方の国に居住
経験のある人材は、日本人のマネージャーと異なり、両方の言語やその背後にある文化に
対する理解力が深いために、駐在員と日本人従業員両方からの情報を本来の意味に忠実に
伝えることができる。その結果、駐在所内の北欧の日本駐在者と日本人従業員とのコミュ
ニケーションが向上したと述べている。また、この両方の国に居住経験のある人材は、北
欧と日本の文化と市場をよく理解しているために、この人材の登用によって、日本の駐在
所と北欧の本社との間のコミュニケーションも改善したと述べている。 
 
ウィークら（Weeks et al, 2010）は、人生の中で最も肉体的、精神的な成長に重要な時
期である子どものころの国際的な経験は、異文化に対する姿勢や適応能力を発展させるの
に極めて重要なものであると述べている。なぜなら、子どもたちの異文化への適応方法は、
海外駐在員やその配偶者などの大人と異なっているからである。具体的には、大人が異文
化に適応する際には語学力や異文化の理解が重要であるが、子どもたちが適応する際には
これらは重要ではなく、友達など人との付き合いが適応の鍵となっているからである。言
い換えれば、大人は駐在地の文化に適応するが、子どもたちは駐在地の人々に適応するの
である。したがって、子どもたちは、彼ら彼女らの国際的な経験を通じて異文化に対する
姿勢や異文化への適応の仕方を、他の文化の人たちとの付き合い方を通して学び、この一
度培った異文化への姿勢や適応能力は、生涯持ち続けると述べている。 
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第２節 海外配属者に関する先行研究 
 
第１項 国際的な業務を行う職員採用の種類と海外配属の費用 
まず、スネイルら（Snell, Bohlander,, 2013）は、会社が国際的に展開する時の適切な職
員配置方法を説明している。国際的な任務に新たな職員を選ぶ場合、一般的には３つの方
法がある（表 11）。１つめは海外駐在員（本社のある自国の国民）、２つめは進出国出身の
職員、３つめは自国や進出国以外の第三国出身の職員である。 
 
表 11 国際的な業務への職員配置方法 
種類 長所 
海外駐在員 
（本社のある自国の国民） 
 
 組織内で人材を調達できる 
 統制しやすい 
 組織での経験がある 
 異動させやすい 
進出国出身の職員 
 
費用が安い 
進出国の政府の受けがいい 
進出国の環境や文化に深い知識がある 
進出国の言語が堪能 
自国や進出国以外の第三国出身の
職員 
幅広い経験がある 
国際的な視野がある 
多国語が話せる 
（出所）(Snell, Bohlander,, 2013)を基に筆者作成 
  
これら３つの職員採用の種類には、それぞれ長所と短所があるが、企業が国際展開を始
めた初期には、海外駐在員を派遣するのが一般的である。なぜなら、海外駐在員は組織の
経験や独自の技能を持っており、本社が統制しやすいという長所があるからである。その
一方で、海外駐在員を派遣するのは費用が高いという短所がある。一般的に、海外駐在員
は、自国で働いていた時よりも高い給料をもらい、自動車、引っ越し費用、子どもたちの
私立学校の学費、一時的な帰国費用などの特典を受け取る。これらの支出は、年間 30 万ド
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ル（約 3000 万円）に上ることも多く、平均的して典型的な 3 年間の海外駐在に対する企業
の支出額は１百万ドル（約１億円）を超える。したがって、最近では、企業は独身の若い
幹部候補生を選んだり、駐在期間を短くしたり（これまで数年だった期間を１年以内にす
るなど）して、進出国出身の職員への置き換えを早める方法を進めてきているとスネイル
らは述べている。この最近の傾向は、（図６）で観察された、日本からの海外派遣社員の家
族の帯同率の低下と整合的である。 
スネイルらのここまでの議論を踏まえると、国際業務を行う職員の種類は他にもあるが、
国際進出の初期などは海外駐在員を派遣するのが一般的である。しかし、海外駐在員を派
遣するのはとてもコストがかかる。したがって、企業はせっかくの多額の出費と時間を無
駄にしないために、赴任地の業務で成功する可能性の高い海外駐在員を選出することが重
要であると考える。そこで、次の項では、海外駐在員を選ぶ際の選出基準についてみてい
く。 
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第２項 海外配属者の選出基準 
スネイルら（Snell, Bohlander,, 2013）は、海外駐在員の決定は、彼らの国内業務におけ
る専門的能力だけでなく、海外業務独自の基準も加えて行うべきだと述べている（表 12）。
なぜなら、海外駐在員がどれだけ駐在先の任務に適応できるかは、その従業員の外国や異
文化への適応力（言語能力や駐在先の文化への共感度）、海外や異文化の経験（以前の国際
的な経験、異文化の経験）、性格（柔軟性、精神的な成熟度や安定度）、コミュニケーショ
ン能力（臨機の才能や主導力、交渉能力）などによって決まるからである。また、海外駐
在員候補者の配偶者や家族の異文化適応力も重要な要素になる。 
 
表 12 海外駐在員の選出基準 
 選出基準の項目 
国内業務と共通の基準 専門的な技術能力 
職業上の経験 
海外業務独自の基準 海外や異文化への適応力（語学力、異文化への共感度） 
海外や異文化の経験（過去の国際的な経験、駐在国の経験） 
性格（柔軟性、精神的安定度や成熟度） 
コミュニケーション能力（臨機の才能や主導力、交渉力） 
家族の異文化適応力 
（出所）(Snell, Bohlander,, 2013)を基に筆者作成 
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モルら（Mol et al, 2005）は、先行の 30 論文を用い、海外配属者の成功に必要な能力
に関する理論研究を行った（表 13）。その中で、心理学上のビッグファイブ（外向性、
情緒安定性、協調性、誠実性、知性）は、国内業務の成功と同様に、海外業務の成功に
も関係していることがわかった。より詳細に言えば、外向性と協調性は国内業務よりも
海外業務との関係性の方が強く、知性は海外業務との関係性の方が弱かった。また、海
外配属者としての独自の成功予見要素として、言語の能力と文化への繊細さが必要であ
ると述べている。 
 
表 13 海外配属者の成功の予見要素 
 個人の属性の要素 
国内業務成功と共通の要素 
ビッグファイブ 
 外向性 
 協調性 
 情緒安定性 
誠実性 
知性（知的関心に対する開放性） 
海外駐在業務の独自の要素 言語の能力 
文化への繊細さ 
（出所）（Moc et al, 2005）を基に筆者作成 
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第３項 海外配属者の選出手法 
スネイルら（Snell,Bohlander,, 2013）は、海外配属者を選ぶ際には、以下のステップが
必要であると述べている（表 15）。 
 
表 14 海外配属者を選出する際の４つのステップ 
ステップ 内  容 
第１ステップ  自薦 
第２ステップ 海外配属候補者のデータベースの作成 
第３ステップ 海外配属候補者の「コアスキル」の査定 
第４ステップ 海外配属候補者の「増加させるスキル」と属性の査定 
（出所）(Snell, Bohlander,, 2013)を基に筆者作成 
 
 スネイルら（Snell, Bohlander,, 2013）は、海外配属者選出の最初のステップは自薦にす
べきと述べている。なぜなら、従業員の自薦から始めることで、企業は、海外業務に向い
ていない従業員を選んでしまう過ちを避けられるからである。また、企業は従業員たちが
誤った決断をしないように、従業員たちに彼ら彼女らの海外駐在員生活が成功するかどう
かを予測するのを助ける情報を提供すべきである。例えば、EDS やデロイト・トウシュ・
トーマツは、従業員たちに海外配属の長所と短所を検討するための情報を提供している。 
第２のステップは、海外配属候補者のデータベースを作ることである。そのデータベー
スには、自薦した従業員たちが、すぐに移動できるのか、言語、希望の国、能力などを含
む必要があるとスネイルらは述べている。 
第３のステップは、海外配属候補者の国内業務における能力（技術的、経営管理的能力）
の査定である。 
最後のステップは、海外配属候補者の国際的な業務に必要な能力と属性の査定である。
これは、前述の通り、駐在地で成功できるかどうかは、国内業務における能力とは別の能
力が必要になるからである。 
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第４項 海外配属者に対する研修 
スネイルら（Snell, Bohlander,, 2013）は、海外配属者向けの研修の必要性を述べている。
これらの研修は、海外配属されるマネージャーの業務の成功に貢献するだけではなく、彼
ら彼女らが監督する予定の駐在国の従業員にとっても役に立つ。例えば、海外配属者が赴
任先の文化や慣習について（例えば、アジアでの会議の進め方や、ラテンアメリカでの待
ち合わせ時間の捉え方など）十分に理解できていれば、海外駐在員と駐在地の従業員たち
とのコミュニケーションが円滑に行われるようになる。グローバルビジネスの成功を真剣
に考えている企業では、海外配属者向けに徹底的な研修を行っているとスネイルらは述べ
ている。  
 
表 15 海外配属者に対する重要な５つの研修 
 研修の項目 
研修の種類 語学の研修 
文化の研修 
キャリアデベロップメントの研修 
個人や家族の生活のための研修 
帰国時の研修 
（出所）(Snell,Bohlander,, 2013)を基に筆者作成 
スネイルら（Snell, Bohlander,, 2013）は、海外配属者向けに５種類の研修が必要だと説
明している（表 15）。 
まず第１の研修は語学研修である。ほとんどの世界で、英語が国際ビジネスの第一位の
言語のため、多くの企業は英語を身につけることが一番大切だと考えている。 
２つめは、文化の研修である。文化による相違は、国際的なビジネスで、最もとらえど
ころのないものである。人々の態度と行動は、その個人が育った文化や社会に大きく影響
されているため、適切な研修を行うことで、海外配属者が駐在地における文化による相違
にうまく対処できるようになれば、海外配属者と駐在地の従業員たち双方の満足度があが
り、駐在地の業務も成功する可能性が高い。 
３つめは、 キャリアデベロップメントの研修である（表 16）。企業は、海外配属者に対
して、今回の海外任務が組織にとってどれだけ重要なものなのか、また、この海外配属が、
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彼ら彼女らの将来のキャリアデベロップメントにつながることを伝えるべきである。 
４つめは、海外配属者の家族の生活に関する研修である。家族の海外生活に対するスト
レスは、海外配属者の失敗で最も多い要因の１つである。小さな家族のフラストレーショ
ンが壊滅的なものになり、海外配属者やその家族は感情的にも肉体的にも消耗してしまう
可能性がある。また、共働きの夫婦に対しては、海外配属者の配偶者に同じ場所での仕事
を見つける手伝いを提供する会社が増えてきている。また、配偶者にキャリアやライフプ
ランニングのコンサルティングや教育を受ける機会を提供する企業もある。これらは、配
偶者の新生活への不適合を避けるために行われている。 
最後は帰国研修である。帰国研修は、海外配属者が帰国後の生活に適合するのを助ける
ために行われる。 
 
表 16 キャリアデベロップメント研修と帰国研修の具体的な内容 
 内  容 
キャリアデ
ベロップメ
ント研修 
駐在地での国際業務が、企業にとって本当に必要なことを明確に伝える。 
その業務の目的と期待、達成までの時間枠を明確にする 
正当な選出過程で選ばれたことを明確にする 
国際業務に関するキャリア形成制度を明確にする 
帰国研修 元海外駐在員たちが集まる「ウェルカムパーティ」を開く 
帰国後の適応を容易にするためのカウンセリングを行う 
海外駐在中に得た知識や能力を披露する会議やプレゼンテーションを設ける 
将来の海外駐在員に役立つように、これまでの海外駐在員のデータベースを作る 
帰国した海外駐在員とその家族から、これまでの研修の内容を評価してもらう 
（出所）Snell & Bohlander（2013）を基に筆者作成 
 
カリギイウリー（Caligiuri, 2006）は、研修で身につける KSAOs（知識や技能、性格な
ど）の可変性を踏まえた上で、適正な研修や訓練の形態を選択すべきであると述べている
（表 17）。まず、一番可変性のある知識（例：異文化に関する知識、国際業務に関する知
識）は、伝統的な講義形式の異文化研修、多様性研修などで向上させることができる。次
に、可変性の高い能力（例：語学力、異文化適応力、コミュニケーション能力）は講義形
式の研修だけは上達させるのは難しいので、経験的な訓練が適切である。例えば、いくつ
 43 
かの企業では、その国の文化への理解や語学力を上達させるために、従業員をその対象国
に送ってしばらく居住させる経験的な研修を実施している。こういった経験的な研修は、
従業員の能力を向上させるにはとても効果的ではある一方で、とてもコストと時間、労力
がかかる。最後に、個人の性格（ビッグファイブ、異文化に対する姿勢）は、研修や訓練
によって変化や向上させることはとても困難であると述べている。なぜなら異文化に対す
る姿勢を変化させるためには、徹底的な異文化経験が必要だからである。例えば、いくつ
かの企業は「ローテーションプログラム」という訓練を設置し、将来有望な若い従業員に
海外で働く機会を与えている。この従業員たちは１、２年間１つの国で働いた後、また他
の国に移り１、２年働くことが多い。このローテーションプログラムの経験者は、異文化
の理解や、自分たちと異なる価値観を尊重する能力が身に付いたと報告している。しかし、
この徹底的な異文化経験の訓練は、とてもコストと時間がかかり、多くの従業員を対象に
行うことはできない。 
表 17 KSAOs（知識や能力、性格等）とその可変性、適切な研修や訓練 
KSAOs 可変性 適切な研修や訓練の種類 
知識： 
異文化に関する知識 
国際業務に関する知識 
向上や変化が容易 講義形式の研修： 
 本 
 E ラーニング 
能力： 
語学力 
異文化適応力 
コミュニケーション能力 
向上や変化が困難 
 
経験的な訓練： 
 異文化体験 
 言語の体験 
 コーチング、メンタリング 
 国際会議への参加 
 グローバルチームで働く 
性格： 
ビッグファイブ 
異文化に対する姿勢 
向上や変化が 
とても困難 
徹底的な経験： 
 国際業務の経験 
勤務以外の異文化経験 
（海外居住経験、国際結婚など） 
人生観が変わるような経験 
（出所）(Caligiuri,2006)を基に筆者作成 
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第５項 海外配属者の失敗要因 
前述したように、海外駐在員の派遣はとてもコストがかかる。また、駐在地の業務は組
織にとって重要な任務であることが多く、海外配属者の失敗は大きな損失になる。ウィル・
ハージングら（Wil- Harzing, Christensen,, 2004）は、海外配属の失敗事例を以下の４つに
区分している。 
・ 海外配属者の任期満了前の帰国 
・ 海外配属者の赴任地での予想を下回る不十分な業績 
・ 海外配属者の帰国後すぐの退職 
・ 海外配属者の帰国後の仕事への不適合 
これら海外配属の失敗の主な要因は、家族の不適合、仕事への不適合、選出ミスなどが
ある。以下では、これら海外配属の失敗の原因を「研修に関わる要因」「選出に関わる要因」
「その他の要因」に分けて、詳しく検討する。 
 
研修に関わる要因 
ヒックス（Hicks, 2000）は、ASTD（the American Society for Training & Development）
の調査を用いて、アメリカ企業は海外配属者向けの研修が不十分なことが原因で、毎年 20
億円以上の損失を被っていると述べている。調査によると、アメリカの企業は従業員の研
修に毎年 500 億円以上使っているが、このうち異文化研修に割り当てられている金額はほ
とんどない。また、アメリカからの海外配属者の 70％が異文化の研修を受けたことがない
と回答し、さらにアメリカ企業の人事担当責任者の 59％は海外配属者向けの研修はないと
回答している。これら海外配属者向けの研修不足により、アメリカ企業では海外配属者の
失敗の確率が高く、企業にとって大きな損失が発生しているとヒックスは述べている。 
 
スネイルら（Snell, Bohlander,, 2013） は、研修や訓練の内容や形態によって、その効
果に大きな違いがでると述べている。研修の内容と形態に関わる最大の間違いは、世界の
どこでも人々は同じだと考えて、全世界で単一の研修を適用することである。多くのアメ
リカ企業の人事責任者は、アメリカ人向けの研修やコンサルティングが、他の国でも同じ
ように効果的であると信じているが、それは間違いであるとスネイルらは述べている。 
 
スネイルら（Snell, Bohlander,, 2013）は、また、不十分な帰国研修も海外配属者の主要
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な失敗要因であると述べている。なぜなら、組織が帰国した従業員に対するキャリアデベ
ロップメントプログラムや効果的な仕事を用意していないために、帰国した海外配属者は
自分たちに対する不明確な取り扱いや、自分たちの新たな役割期待やキャリア向上につい
て不満を抱くことが多いからである。これに加えて、帰国した海外配属者は疎外感を感じ
ることも多い。なぜなら、海外駐在の数年の間に、彼らの企業内のポジションがなくなっ
ていることや、彼らを助けてくれる同僚たちが既に異動や転職していることがしばしば起
こるからである。これらの結果、帰国した海外配属者の半数近くが、帰国後２年以内にそ
の企業を辞めている。したがって、帰国した海外配属者に対して十分な帰国研修を用意す
れば、彼ら彼女らを組織につなぎ止めたり、有能な海外配属者を採用（または選出）する
のに役立つからである。 
 
選出に関わる要因 
カリギイウリー（Caligiuri, 2006）は、グローバルリーダーシップの研修の効果は、研修
を受ける個人の KSAOs（知識や能力、性格）に大きく影響されるため、もし組織が適切な
候補者を選ばなければ、多大な研修費用と時間の浪費になると述べている。例えば、記憶
力のよい従業員と記憶力の悪い従業員が同じ国際業務の研修を受けた場合、記憶力のよい
従業員の方が、将来実際に海外配属された時に研修で習った内容を思い出し、研修を実際
の業務に役立てることができる。同様に、既にある国の文化への理解と語学力を持ってい
る従業員は、それらを持っていない従業員よりも、グローバルリーダーシップに必要な能
力をより高く、より早く向上させることができると述べている。 
前述したように、カリギイウリーは、グローバルリーダーに関連する KSAOs（知識、技
能、能力など）の要素とそれぞれの要素の可変性について調査し（表 17）、個人の性格は
最も可変性がないと述べている。要するに、グローバルリーダーに必要な性格は、研修や
訓練で身につけさせることはほとんどできないということである。加えて、グローバルリ
ーダーシップには、ある特定の個人の性格が必要であり、さらに、グローバルリーダーシ
ップの研修や訓練には、非常に労力やコスト、時間がかかる。これらのことを考え合わせ
ると、グローバルリーダーシップを発揮するために必要な性格を持ち合わせている個人を
選出することは、とても重要であると述べている。 
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その他の要因 
 スネイルら（Snell, Bohlander,, 2013）は、本社から海外配属者への支援の不足が、海外
駐在員の失敗の主要な要因の１つであると述べている。海外配属中も本社は海外配属者た
ちと密な連絡を取り続け、駐在地の業務に注意を払うべきであると述べている。なぜなら、
もし本社からの十分な支援がなければ、海外配属者たちは自分たちが本社から忘れられて
いる存在であると感じ、業務効率が低下するからである。したがって、本社は、駐在地で
の業務計画の作成に参画したり、海外配属者のための本国サイドの相談先を設けたりなど、
海外配属者に向けて十分な支援を行わなければならないと述べている。 
 
アンドレアソン（Andreason, 2008）は、配偶者の新生活への不適合が、海外配属者の失
敗の最大の要因だと述べている。アンドレアソンの海外配属者を対象とした失敗の原因に
ついてのインタビュー調査で、最も頻繁に出てきた要因は、配偶者の新環境への適応能力
の不足と適応しようとする意志の欠如であった。海外配属者の多くは、家族の異文化適応
力不足に起因するフラストレーションのために、任期満了前に帰国していることが明らか
になった。そして、この事実にもかかわらず、ほとんどの企業は海外配属者の配偶者への
配慮行っていないため、海外配属者の失敗が多く発生していると述べている。 
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第４章 仮説と調査方法 
第１節 仮説  
サードカルチャーキッズ（TCKs）に関する先行研究から、海外居住の子どもたちは、彼
らの海外居住経験によってなんらかの影響を受けた（日本人とは異なる）特徴的な性格や
指向を持っていると推察できる。なぜなら、サードカルチャーキッズ（TCKs）のサイト
（Tckid, 2009）では、統計的に得られた彼らの特徴的な性格や指向があげられており、 他
の先行研究、例えばセルマーとホン（Selmer, Hon,, 2004）は、イギリス生まれで香港に住
んでいるイギリス国籍のサードカルチャーキッズ（TCKs）は、「国際的であること」の認
識及び彼ら彼女ら自身の性格について、生まれたときからずっとイギリスに住んでいるイ
ギリス国籍の子どもたちや、生まれたときからずっと香港に住んでいる香港国籍の中国系
の子どもたちと異なっており、この認識と性格は今後の人生においても変化しないと述べ
ている。同様に、バイトナー（Byttner, 2012）は、サードカルチャーキッズ（TCKs）とし
ての経験が、彼ら彼女らの将来の大学の学部選択と職業選択に影響していると述べている。 
さらには、海外配属者に関する先行研究から、海外配属者が成功するためには、国内業
務とは異なる資質や性格が必要であることがわかっている。例えば、スネイルら（Snell, 
Bohlander,, 2013）は、海外配属者が成功するには、海外や異文化への適応力や過去の国際
的な経験、特定の性格、コミュニケーション能力などが必要だと述べている。モルら（Mol 
et al, 2005）は、海外配属者独自の成功予見要素として、高い言語能力と文化への繊細さを
挙げている。 
これらをもとに、以下の３つの仮説を立てた。 
仮説１  
海外居住の子どもたちは、日本居住の子どもたちと異なる性格を持っている 
仮説２ 
海外居住の子どもたちは、日本居住の子どもたちと異なる指向や職業観を持っている 
仮説３ 
海外居住の子どもたちは、日本居住の子どもたちよりも、将来の海外駐在員の適性がある 
 
 48 
第２節 調査方法 
本調査の対象は、ロサンゼルス居住の日本国籍を持つ小中学生と、海外居住経験のない
日本居住の小中学生である。回答者は、調査対象の子どもたちの最も近い存在である保護
者である。回答者に対して、調査対象の子どもの性格と指向、将来の職業に対する希望と、
子どもの高校卒業後の進路に関する親の考え方、日本企業に対する認識の調査を行った。
調査対象、調査方法、調査内容等は次の通りである。 
 
[調査の概要]  
調査名： 「海外居住の子どもたちの性格と職業観に関する調査」  
        「日本居住の子どもたちの性格と職業観に関する調査」 
調査日 ： ロサンゼルスでの調査は 2013 年１月から２月 
         日本での調査は 2013 年５月から６月  
 
[調査の対象]  
 
表 18 調査対象者の構成 
 
居住地 有効回答数 
（構成比％） 
   男   女 
（構成比％） 
平均年齢 
（標準偏差） 
海外の平均居住
期間（年） 
ロサンゼルス 48 
（100％） 
  16    32 
（33％） （67％） 
10.0 
（3.0） 
7.3 年 
日本 31 
（100％） 
   14     17 
（45％） （55％） 
10.5 
（3.2） 
なし 
（注）両サンプルの性別と年齢について、T検定両側検定５％水準で２つのサンプルの平均と分散は等しい 
 
調査は、ロサンゼルス居住の日本国籍を持つ小中学生と、日本居住の小中学生の２つの
サンプルで行った。すべてのデータは、回収に便利なサンプルを用いた。具体的には、ロ
サンゼルスのサンプルはロサンゼルス日本語補習校（あさひ学園オレンジ校）の在校生の
保護者から、日本のサンプルは筆者の知り合いの保護者から回収した。調査から除外した
サンプルは、ロサンゼルスのサンプルに関しては、海外居住経験が１年未満の子どもと日
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本での学校教育（日本の小中学校への体験入学を含む）を経験していない子ども、日本の
サンプルに関しては、過去に海外居住経験がある子どもと保護者が外国籍を持っている子
どもである。 
調査対象の合計は 79 名。ロサンゼルス在住の日本国籍を持つ小中学生のサンプルは 48
名。16 名（33％）が男で、32 名（67％）が女である。平均年齢は 10.0 歳（標準偏差 3.0）
である。海外居住経験の平均年数は 7.3年である。日本居住の小中学生のサンプルは 31名。
14 名（45％）が男で、17 名（55％）が女である。平均年齢は 10.5 歳（標準偏差 3.2）であ
る（表 18）。 
なお、子どもたちの性格と考え方は年齢と性別によって変わると考えられるため、ロサ
ンゼルスと日本の両サンプルの年齢と性別の仮説検定を行った。その結果、この２つのサ
ンプルの年齢の平均値・分散は、両側検定５％水準において同じであった。 
 
表 19 ロサンゼルスと日本のサンプルの年齢と性別の仮説検定結果 
 t 検定 年齢 性別
LA Japan LA Japan
 Mean 10.06 10.55 1.67 1.55
 Variance 8.95 10.46 0.23 0.26
 Observations 48 31 48 31
 Pooled Variance 9.54 0.24
 Hypothesized Mean Difference 0 0
 df 77 77
 t Stat -0.68 -1.05
 P(T<=t) two-tail 0.50 0.30
 t Critical two-tail 1.99 1.99  
（注１）性別は、男:１、女:２とした 
（注２）p＞0.05 のため、２つのサンプルの平均は等しいと考えられる 
(出所) 「海外居住の子どもたちの性格と職業観に関する調査」「日本居住の子どもたちの性格と職業観に関する調査」 
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 [調査の方法]  
 調査方法は、アンケート用紙を用いたインタビュー調査を行い、有効回答79（回収率
100％）を得た。 
 調査内容は、属性（海外居住者向け４問、日本居住者向け３問）、高等学校卒業後の進路
とその理由（両アンケート共通７問）、性格や指向（両アンケート共通 12 問）、将来の職業
観（両アンケート共通４問）、保護者の日本企業に対する認識（両アンケート共通３問）。
性格と将来の職業観の設問は、セルマーら（Selmer, Hon, 2004）の設問など先行研究の海
外駐在員の資質に関する資料を参考に作成した。選択肢は、5 を「とてもそう思う」、4 を
「そう思う」、3 を「どちらともいえない」、2 を「あまりそう思わない、1 を「全くそう思
わない」とする 5 段階のリッカート尺度を用い、設問ごとに自由記入欄を設けた。 
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第５章 調査結果の概要 
第１節 （仮説１）子どもたちの特徴的な性格について 
第１項 調査結果の概要 
子どもたちの性格に関する質問８問について、日米のそれぞれの回答を比較した。回答
の選択肢は「１：まったくそう思わない」から「５：とてもそう思う」であり、数字が大
きくなるほど、その質問対する同意の程度が高いことを示す。 
全般的な結果としては、ほとんどすべての質問の平均値は中間値３の「どちらともいえ
ない」を超えている（表 20）。 
 
表 20 特徴的な性格の仮説検定結果 
 
（注）※※は５％水準で有意 
(出所) 「海外居住の子どもたちの性格と職業観に関する調査」「日本居住の子どもたちの性格と職業観に関する調査」 
 
次に居住地別にみると、ロサンゼルス居住の子どもたちの回答の中で、最も平均値が高
かったのは、家族との繋がり「h：家族との繋がりが強い」の 3.94（標準偏差 0.87）であ
り、最も低かったのは、競争心「g：競争心が強い」の 3.31（標準偏差 1.03）であった。 
家族の繋がりに関する自由意見として、「日本では塾や遊びに子どもだけで行っていた
が、アメリカではどこへ行くにも親の運転が必要なため、親子で話す機会が増えた」や「う
ちは記念日を家族で祝うなどアメリカ的な家族の仲のよさなので、（日本人の家族と比べ
たら）繋がりが強いと思う」などがあった。一方で、競争心については、「アメリカの学
校では何でも個性として肯定されるので、子どもはそれを真に受けて努力をしなくなって
いる」などの自由意見がでた。 
一方で、日本居住の子どもたちの回答の中で、最も平均値が高かったのは、柔軟性/許
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容力「d：いろいろな人や状況に対する許容/対応力がある」の 3.90（標準偏差 0.82）と、
家族との繋がり「h：家族との繋がりが強い」の 3.90（標準偏差 0.78）であった。逆に、
最も平均値が低かったのは、発信力「f：人前で発表するのが好きである」の 3.42（標準偏
差 0.85）であった。 
先行研究を踏まえ、筆者は、ロサンゼルス居住の子どもたちの方が、社交性や柔軟性/
許容力で高い数値を示すと予想していた。しかし、実際にはどちらの質問でも日本の平均
値の方が高かった。また、日本居住の子どもたちの家族の繋がりは高くないと筆者は予想
していたが、全質問中一番高い値であり、かつロサンゼルス居住の子どもたちの平均値よ
りも高かった。ただし、自尊心や発信力については、ロサンゼルス居住の子どもたちの平
均値の方が高く、これは筆者の予想と整合的であった。 
最後に、ロサンゼルス居住と日本居住の子どもたちの回答の間で、明確な違いが見られ
たのは、自尊心「a：自分に自信がある（p＜５％）」だけであった。この質問には、ロサ
ンゼルス居住の子どもたちの方が統計的に有意な高い値を示した。 
この結果を基に、「仮説１：海外居住の子どもたちは、日本居住の子どもたちとは異な
る性格を持っている」を検討すると、統計的に有意な違いができたのは子供たちの性格に
関する質問８項目のうち１項目「a：自分に自信がある（p＜５％）」だけであり、この分
析だけでは仮説の正否は判断できないと考える。 
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第２項 明確な差異がみられた質問項目 
次に、上記の検定で明確な違いが見られた質問項目について、ロサンゼルス居住と日本
居住の子どもたちの回答内容を詳細に検討する。 
図 11 自尊心に関する質問 
0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%
日本居住 平均3.45
ロサンゼルス居住平均3.85
自分に自信がある
５：とてもそう思う ４：そう思う ３：どちらともいえない ２：そう思わない １：まったくそう思わない
 
(出所) 「海外居住の子どもたちの性格と職業観に関する調査」「日本居住の子どもたちの性格と職業観に関する調査」 
 
自尊心「a：自分に自信がある」について、ロサンゼルス居住の子どもたちと日本居住
の子どもたちの回答に、差異が見られた（p＜５％）。この質問に対するロサンゼルス居
住の子どもたちの回答内訳を見ると、「５：とてもそう思う」と「４：そう思う」の合計
が 73％に達しているのに対して、日本居住の子どもたちの回答内訳は、「２：あまりそ
う思わない」が 16％をしめており、「５：とてもそう思う」と「４：そう思う」の肯定
的な回答の累計は 54％にとどまった（図 11）。 
 
図 12 日本の高校生の「自分が優秀だと思う」回答の割合 
 
(出所) 高等学校教育部会配布資料（文部科学省,2012）から筆者作成 
 
日本の子どもたちが自信を持たないことは、他の統計でも指摘されている。例えば、文
部科学省の高等学校教育部会（文部科学省, 2012）では、日本の高校生の自己評価が、他
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の国と比べてとても低いことが問題視された。「高校生の心と身体の健康に関する調査」
では、「自分が優秀だと思う」という肯定的な回答の割合が 16％しかなく、逆に「あま
りそうではない」「全然そうではない」という自己否定的な回答が 85％を占めている。
本調査での日本居住の子どもたちの回答結果は、文部科学省の指摘と同様の傾向を示した。 
また、自信と自己効力感（self-efficacy）は必ずしも同一の概念ではないが、本稿にお
いて類似の概念として取り扱うと、高い自己効力感は異文化への適応の予見要素であると
言われている。したがって、この結果を踏まえると、海外居住経験のある子どもたちは、
日本居住の子どもたちに比べて、異文化への適応力が高いということができるかもしれな
い。このことについては、第 3 節で後述する。 
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第３項 子どもたちの属性と回答との関係 
 最後に、子どもたちの属性と子どもたちの回答との関係を確認した。 
 
図 13 子どもたちの属性と回答との関係 
 
 
（注１）年齢と日本居住年数については相関分析、性別と海外旅行経験の有無は t検定を行った 
（注２）※※※は１％水準で有意 
(出所) 「海外居住の子どもたちの性格と職業観に関する調査」「日本居住の子どもたちの性格と職業観に関する調査」 
 
日本居住の子どもたちの属性（年齢、性別、海外旅行経験の有無）と性格の回答との関
係を見ると、年齢と性別の違いはどの回答の分布にも影響がなかったが、海外旅行経験の
ある子どもたちは、海外旅行経験のない子どもたちと比べて、「a：自分に自信がある（p
＜１％）」の回答の平均値が高いことが観察された（図 13）。 
高い自己効力感は異文化への適応の予見要素であるとも言われている。したがって、こ
の結果を踏まえると、日本にしか居住していない海外旅行経験のある子どもたちは、日本
居住の海外旅行経験のない子どもたちに比べて、異文化への適応力が高いということがで
きるかもしれない。 
ちなみに、出入国管理統計年報（法務省, 2012）によると、日本人の子どもの出国人数
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は延べ 111 万人（2011 年）であり、同世代の全人口に占める割合2は８％（2011 年）であ
る。言い換えれば、日本の小中学生のおおよそ 12 人に１人が海外旅行を経験している計算
になる。海外旅行者数は、伝染病の流行や景気、為替相場によって大きく影響されるため、
近年では、2003 年の新型肺炎 SARS と 2008 年の世界的な金融危機に伴う景気後退で減少
したが、2010 年以降は円高の影響で増加している。 
今回の調査結果が示すように、海外旅行経験が子どもたちの自尊心の向上に貢献してい
るならば、子どもたちの海外旅行は積極的に経験させた方がよいと考えられる。 
 
図 14 海外旅行経験のある小中高校生の割合 
0%
1%
2%
3%
4%
5%
6%
7%
8%
9%
 
（注）出入国者数は５歳から 19歳まで、在籍者数は小中高校生。 
（出典）法務省「出入国管理統計」、文部科学省「学校基本調査」より筆者作成 
 
 次に、ロサンゼルス居住の子どもたちの属性（年齢、性別、アメリカ国籍の有無、日本
の居住年数）と性格の回答との関係をみたところ、すべての質問に関して、統計的に有意
な差異は見られなかった。 
                                               
2 同じ個人が複数回出国することもあるので、実際の数値はもっと低い可能性がある。 
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第２節 （仮説２）子どもたちの指向と将来の職業観の違い 
 
第１項 調査結果の概要 
子どもたちの指向と将来の職業観に関する質問８問についても、日米のそれぞれの回答
を比較した。回答の選択肢は、前述と同じく「１：まったくそう思わない」から「５：と
てもそう思う」であり、数字が大きくなるほど、その質問対する同意の程度が高いことを
示す。 
全般的な結果は、すべての質問に対して、ロサンゼルス居住の子どもたちの方が高い平
均値を示し、意見のばらつき（標準偏差）も低い傾向が見られた（表21）。 
 
表 21 子どもたちの指向と将来の職業観の仮説検定結果 
 
（注）※※※は１％水準、※※は５％水準、※は１％水準で有意を示す 
(出所) 「海外居住の子どもたちの性格と職業観に関する調査」「日本居住の子どもたちの性格と職業観に関する調査」 
 
ロサンゼルス居住の子どもたちの回答の中で、平均値が最も高かったのは、「i：外国（自
分の国籍以外の国）が好きである」の 4.15（標準偏差 0.64）であった。逆に、平均値が最
も低かったのは、「l：海外転居をしたい」の 2.94（標準偏差 1.34）であり、同様の質問「o：
海外転居のある仕事をしたい」も平均値が低かった。 
「i：外国が好きである」の自由意見として、ロサンゼルス居住の海外駐在員の子どもた
ちからは「アメリカの現地校は、先生も生徒もユーモアがあって楽しい」「カリフォルニ
アの暖かい天気が好き」「旅行で行ったカリブ海の島が面白かった」など、アメリカ永住
者からは「毎年夏休みに日本の学校へ体験入学して、給食を食べるのが楽しみ」「日本は
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子どもだけで買い物に行ってもいいから好き」など、海外の国に対する肯定的な意見が多
数出た。一方で、平均値が低かった「l：海外転居をしたい」は、全質問中で最も意見が分
かれた項目であった（標準偏差 1.34）。具体的には、「５：とてもそう思う」「４：そう
思う」の肯定的な意見の構成比が 31％、「２：あまりそう思わない」「１：まったくそう
思わない」の否定的な意見の構成比が 38％であった。自由意見としては「世界を飛び回る
仕事をしてみたい」「ヨーロッパに住みたい」など肯定的なものがある一方で、「アメリ
カ赴任当初は英語がまったくわからず、とても辛い思いをした。海外転居はもう２度と経
験したくない」など否定的な意見もあった。 
日本居住の子どもたちの回答の平均値はすべて、ロサンゼルス居住の子どもたちのもの
よりも低かった。中でも、平均値が中間値３以下だったのは、「l：海外転居をしたい（平
均値 2.81、標準偏差 1.36）」と「o：海外転居のある仕事をしたい（平均値 2.81、標準偏
差 1.17）」であった。この項目に関する自由意見としては「英語がわからないから」「自
分のなりたい職業（先生、保育士、公務員）に、海外出張や海外転居はないから」などが
あった。 
先行研究を踏まえた筆者の予想では、ロサンゼルス居住の子どもたちの方が、異文化や
将来の国際的な職業志向に高い数値を出すと思っていたため、今回の結果（ロサンゼルス
居住の子どもたちの方が、外国が好きであったり、国際的な業務につきたいと思っている
こと）は、ほぼ予想通りであった。 
最後に、ロサンゼルス居住の子どもたちの回答が、日本居住の子どもたちの回答よりも、
統計的に有意な高い値を示したのは、「i：外国が好きである（p＜１％）」「j：異文化に
興味がある（p＜10％）」「m：他の国籍の人とも一緒に仕事をしたい（p＜５％）」であ
った。 
この結果を基に、「仮説２：海外居住の子どもたちは、日本居住の子どもたちとは異なる
指向と職業観を持っている」を検討すると、平均値に違いは出たものの、統計的に有意な
違いができたのは質問８項目中３項目であり、過半数の質問に有意な差異が確認できなか
った。したがって、この分析だけでは仮説の正否は判断ではないと考えた。  
なお、日本居住の子どもたちの将来の職業観の回答については、子どもたち本人が考え
ているよりも高い値がでている可能性があることに留意すべきである。なぜなら、この調
査の回答者が子どもたち自身ではなく、その保護者であるため、「将来はグローバルに活躍
してほしい」という親の願望が入っている可能性があるからだ。 
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アサツーディ・ケイとIGSが、学生（高校生と大学生）と保護者（小中高学生の親）に
行った「グローバル教育に関する意識調査」（株式会社イード, 2013）によると、「将来は
海外に出てグローバルに活躍したい（してほしい）」という質問に「非常にそう思う」「や
やそう思う」と答えたのは、保護者55.7％に対し、学生36.2％と、保護者の希望と学生の意
識の間に大きなギャップが見られた（図15）。したがって、本調査においても、２か国語
以上を使う仕事や国際間の移動を伴う仕事の回答が、子どもたちの実際の意識よりも高く
でている可能性は否定できない。 
 
図 15 将来は海外に出てグローバルに活躍したい（してほしい） 
 
(注)質問に対し４段階評価で「非常にそう思う」「そう思う」の合計割合 
(出所) 「グローバル教育に関する意識調査」（株式会社イード,2013）より、筆者作成 
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第２項 明確な差異がみられた質問項目 
次に、先の検定で明確な違いが見られた質問項目について、ロサンゼルス居住と日本居
住の子どもたちの回答を詳細に検討する。 
 
図 16 異文化への姿勢に関する質問 
0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%
日本居住 平均3.61
ロサンゼルス居住平均4.15
海外の国が好き
0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%
日本居住平均3.45
ロサンゼルス居住 平均3.85
異文化に興味がある
５：とてもそう思う ４：そう思う ３：どちらともいえない ２：そう思わない １：まったくそう思わない
 
 
(出所) 「海外居住の子どもたちの性格と職業観に関する調査」「日本居住の子どもたちの性格と職業観に関する調査」 
 
まず、異文化への姿勢を見ると、「i：外国（自分の国籍国以外の国）が好き」について
は、ロサンゼルス居住の子どもたちと日本居住の子どもたちの回答に、明確な差異が見ら
れた（図16）。この質問に対するロサンゼルス居住の子どもたちの回答平均値は4.15と、
すべての質問13項目のなかで最も高かった。内訳を見ると、「５：とてもそう思う」が38％
をしめており、「４：そう思う」と加えると肯定的な回答が80％であった。一方、日本居
住の子どもたちの回答は、「４：そう思う」が45％で最も多く、ついで「３：どちらとも
いえない」が32％であった。また、「j：異文化に興味がある」についても、２つのサンプ
ルの回答の間に差異がみられた（p＜10％）。このことから、海外に住んでいる子どもた
ちが、外国や異文化に好意的な強い興味を持っていることがわかる。 
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図 17 「他の国籍の人とも一緒に仕事をしたい」への回答 
 
(出所) 「海外居住の子どもたちの性格と職業観に関する調査」「日本居住の子どもたちの性格と職業観に関する調査」 
 
次に、「m：他の国籍の人とも一緒に仕事をしたい」について、ロサンゼルス居住の子
どもたちと日本居住の子どもたちの回答に差異が見られた（p＜５％）。この質問に対す
る両サンプルの特徴的な違いは、否定的な意見の比率であると考えられる。ロサンゼルス
居住の子どもたちの「２：あまりそう思わない」比率は２％、日本居住の子どもたちは
16％であった（図 17）。 
この回答の自由意見として、ロサンゼルス居住者からは「今、他の国籍の人と一緒に勉
強し、一緒に遊んでいる。将来他の国籍の人と一緒に働くのは当然だと思う」や「周りの
人がどこの国籍かなんて気にしないし、あえても聞かない」と、この質問を「当たり前の
こと」ととる回答者が多かった。 
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第３項 子どもたちの属性と回答との関係 
 最後に、子どもたちの属性と子どもたちの将来の職業間への回答との関係を確認した。 
 
表 22 子どもたちの属性と回答との関係 
 
 
（注１）年齢と日本居住年数については相関分析、性別と海外旅行経験の有無は t検定を行った 
（注２）※※※は１％水準で有意、※※は５％水準で有意を示す 
(出所) 「海外居住の子どもたちの性格と職業観に関する調査」「日本居住の子どもたちの性格と職業観に関する調査」 
 
ロサンゼルス居住の子どもたちの属性（年齢、性別、アメリカ国籍の有無、日本の居住
年数）と将来の職業観の回答との関係では、調査対象者の年齢と「i：外国が好き（p＜５％）」
及び、調査対象者の日本の居住年数と「l：海外転居をしたい（p＜５％）」に負の相関が
あった。 
 「i：外国が好き」に関する自由意見として、小学校低学年の保護者から「とても小さい
頃に渡米したので、日本とアメリカとの比較ができない」中学生の保護者からは「アメリ
カの学校は日本のようにルールが厳しくないから好き」などの自由意見があった。また、
「l：海外転居をしたい（p＜５％）」に関する自由意見として、中学生の保護者から「現
地校で英語の習得に苦労している。年少の兄弟と比べると、現地のシステムになじむのに
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時間がかかっているし、ストレスも多い」などがあった。したがって、調査対象者の年齢
と「i：外国が好き」の負の相関は、年少の調査対象者がまだ自分の国籍国と外国との違い
が認識できていないことや、中学生が日本の学校の厳しいルールから開放されて喜んでい
ることなどが背景にあると考えられる。また、日本居住年数と「l：海外転居をしたい」の
負の相関は、年齢が高くなってから渡米した調査対象者の異文化対応の苦労の経験を反映
していると推察できる。 
次に、日本居住の子どもたちの属性（年齢、性別、海外旅行経験の有無）と将来の職業
観の回答との関係を見ると、性格に関する質問と同様に、年齢と性別の違いによっては回
答の分布に統計的に有意な差異はなかった。しかしながら、海外旅行経験の有無によって
は、多くの質問の回答に有意な違いがでた。海外旅行経験のある子どもたちは、海外旅行
経験のない子どもたちと比べて、「i：外国が好きである（p＜５％）」「j：異文化に興味
がある（p＜１％）」「m：他の国籍の人とも一緒に仕事をしたい（p＜５％）」「n：２
か国語以上を使う仕事をしたい（p＜５％）」「o：海外転居のある仕事をしたい（p＜５％）」
「p：海外出張のある仕事をしたい（p＜１％）」で高い値を示した。この結果から、海外
旅行経験ある子どもたちは、海外旅行経験のない子どもたちよりも、海外や異文化に強い
好意的な興味を持っており、また国際的な仕事を志望していることがわかった。 
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第４項 海外旅行経験の影響についての考察 
前述の、海外旅行経験のある日本居住の子どもたちが、外国や異文化に対する好意的な
強い興味と、将来の国際的な業務への強い志望が確認されたことに理由について、以下の
ことが考えられる。 
第一に、自分がその中に取り込まれて暮らしている世界とは「異なる世界」が存在すると
いうことを認識するためには、その世界を一旦離れてみることは、たとえ短期間であって
も一定の効果をもたらすと考えられる。一般に限界効用は逓減するものが多いが、海外経
験の日数とそこから得られる効用についてもこの原理はあてはまると考えられる。 
第二に、短期間の旅行でポジティブな印象を持った場合、海外や異文化に対して「興味を
持つ」ことの発端となり、その後の情報収集にもプラスの効果をもたらすと考えられる。
すなわち、海外旅行によって異文化に一旦足を踏み入れれば、その後の異文化に対する継
続的な興味・関心・理解の契機となるのではないかと考えた。 
第三に、異文化との理解と年齢とのかかわりについて、例えば井上（2002）は「文化的制
約」や「文化心理学」の視点が関係すると述べている。長く同じ文化の中で暮らしている
と、その社会で暮らしやすくなる一方で、その文化によって個人の認識が制限され、異な
る文化での考え方や行動形式に違和感を感じ、時には異なる社会を否定する負の側面「文
化的制約」が発生する。この文化的制約を克服し、新しい文化へ適応する程度は、その個
人の年齢や世代、経験、生育環境などが深くかかわっていると述べている。したがって、
短期間の海外旅行でも、年齢が低いときは「文化的制約」を破ることができると考える。 
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第３節 仮説の再検証 
第１項 質問に関する認知の因子分析 
第 1 節、第 2 節において仮説を検証してきたが、仮説の正否を判断するのに十分な結果
は得られなかった。そこで、本調査における特徴的な性格や指向、将来の職業観に関する
質問に対して主因子法による因子分析を行った（プロマックス回転（5 回）後の因子負荷量
の絶対値 0.45 以上の項目を採用した）。その結果、今回の調査に用いた国際業務担当者に
必要と思われる性格と指向、将来の職業観に関する質問は、３つの因子に分かれた3（表 23）。
第１の因子は、「仕事」というキーワードが共有されており、これを「国際業務志向」と名
づけた。第２の因子は、異文化に興味を持っている、海外旅行が好きなどを含んでおり「海
外異文化志向」と名づけた。第３の因子は、社交的であったり、競争心があったり、自立心
があるなどの個人の特徴的な性格を表しており、これを「楽観的思考」と名づけた。この「楽
観的思考」は、「自己確立性」や「ネアカ」などと類似の意味で用いている。 
 
表 23 本調査の質問の認知因子分析子 
（注）主因子法、プロマックス回転（5回） 
(出所) 「海外居住の子どもたちの性格と職業観に関する調査」「日本居住の子どもたちの性格と職業観に関する調査」 
 
                                               
3 因子負荷量の絶対値が 0.45以上の項目が１つしかない質問は、認知をはかる信頼性が低いため消
去した。 
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第２項 質問に関する信頼性分析 
因子分析の結果を受けて、各因子内の質問に対する信頼性分析（クロンバックのアルフ
ァ）を行った。その結果、各因子の分析の信頼性を向上させるために、第 1 因子の国際業
務志向から「海外転居をしたい」を、第２因子の海外異文化志向から「ストレスに強い（精
神的に安定している）」を除いた。最終的には、因子ごとの項目間の相関は、第 1 因子「国
際業務志向（α=0.916）」、第２因子「海外異文化志向（α=0.783）」、第３因子「楽観的思考
（α=0.812）」となった。なお、各因子の項目の統合方法は、因子ごとに質問数が異なるた
め、各質問の平均値を合計した。 
 
表 24 各因子の仮説検定結果 
 
（注）※※※は１％水準、※※は５％水準で有意を示す 
(出所) 「海外居住の子どもたちの性格と職業観に関する調査」「日本居住の子どもたちの性格と職業観に関する調査」 
 
各因子の日本居住とロサンゼルス居住の子どもたちの回答の仮説検定を行った結果、ロ
サンゼルス居住の子どもたちの回答が、日本居住の子どもたちの回答よりも、統計的に有
意な高い値を示したのは、「国際業務志向（p＜５％）」と「海外異文化志向（p＜１％）
であった。一方で、「楽観的思考」については有意な差は見られなかった。この結果から、
ロサンゼルス居住の子どもたちは、日本居住の子どもたちよりも、国際業務への志望が強
く、自分の国籍以外の国々や文化に対して好意的な興味を持っていることが示された。 
この結果をもとに、仮説を改めて検証すると、「仮説１：海外居住の子どもたちは、日
本居住の子どもたちと異なる性格を持っている」は支持されなかったが、「仮説２：海外居
住の子どもたちは、日本居住の子どもたちと異なる指向や職業観を持っている」は支持さ
れたと言える。そして、「仮説３：海外居住の子どもたちは、日本居住の子どもたちよりも
将来の海外配属者としての適性がある」については、海外居住経験者は海外配属者として
の適性を（すべてではないが）有していることが確認され、仮説 3 も肯定された。
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第３項 「楽観的思考」に差がなかった理由についての考察 
「仮説１：海外居住の子どもたちは、日本居住の子どもたちと異なる性格を持っている」
が支持されなかった原因を考察してみる。「楽観的思考」因子内の質問項目の回答分布を作
成したところ、ロサンゼルス居住の子どもたちの方が高い平均値を出した質問と、日本居
住の子どもたちの方が高い平均値を出した質問に二分されていることがわかる（図 18）。
「自分に自信がある」「自立心がある（すぐに人に頼らない）」「人前で発表するのが好きで
ある」はロサンゼルス居住の子どもたちの方が高い平均値を示し、「社交的である」「いろ
んな人や状況に対する許容/対応力がある」「競争心が強い」は日本居住の子どもたちの方
が高い平均値を示した。 
 
図 18 「楽観的思考」の内訳 
（注）※※は５％水準で有意な差異があったもの 
(出所) 「海外居住の子どもたちの性格と職業観に関する調査」「日本居住の子どもたちの性格と職業観に関する調査」 
 
この（図 18）の分布状況から推測される「楽観志向」の回答に有意な差が見られなかっ
た原因は、今回の調査の不十分さである。調査の限界でも後述するが、今回の調査では、
ロサンゼルス居住の子どもたちと日本居住の子どもたちに対して共通の質問を使用して、
その平均を比較したが、彼ら彼女らの置かれている環境を考慮した修正が必要であったか
もしれない。なぜなら、日本居住の子どもたちの平均値の方が高かった質問「社交的であ
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る」や「いろいろな人や状況に対する許容／対応力がある」は、調査対象の子どもたちの
環境によって回答の水準が大きく変わる可能性があるからだ。具体的には、ロサンゼルス
居住の子どもたちの多くは、外国語と異文化がマジョリティーを占めている集団の中で暮
らしており、彼ら彼女らが社交的にふるまったり、柔軟に対応したりしていくことは、日
本居住の子どもたちが自分と同じ言語と文化の集団の中で社交的に柔軟に対応していくこ
とよりも、難しいはずである。したがって、今回の調査結果では、日本居住の子供たちの
方がこれらの質問に関して高い数値を出したが、もし調査対象者の置かれた環境に配慮し
た質問を作成していれば、「楽観志向」に関しても有意な差が確認されたかもしれない。 
もう１つの考察として、性格に関する質問の中で唯一統計的な有意な差が見られた「自
分に自信がある」に着目した。なぜなら「自分に自信がある」の質問は、（表 23）の主因
子分析結果でも興味深い傾向が見られたからである。主因子分析で質問「自分に自信があ
る」は、「楽観志向（Pearson: 0.497）」だけでなく、「海外異文化志向（Pearson: 0.304）、「国
際業務志向（Pearson: 0.265）」にも比較的強く影響していた。自信と自己効力感
（self-efficacy）は必ずしも同一の概念ではないが、本稿において類似の概念として取り扱
うと、高い自己効力感は異文化への適応の予見要素であると言われている。例えば、ハリ
ソンら（Harrison et al. 1996）は、海外配属者の効果性の主要な決定要因は、かれらが駐
在先の国において適切に行動できるかどうかであり、なかでも自己効力感（self-efficacy）
とセルフ・モニタリング（self-monitoring）であると述べている。ハリソンらは、約 400
人のヨーロッパ駐在のアメリカ人たちへのアンケート調査を通して、彼ら彼女らの自己効
力感と、駐在先の国内での全般的なインタラクティブ（相互交流）と駐在先での仕事の適
応とに正の相関があることを発見した。したがって、今回の「自分に自信がある」の因子
分析の結果は、ハリソンらの調査結果「高い自己効力感は、海外駐在員の効果性の主要な
要素である」と整合的であると言える。このことを考慮に入れると、「自分に自信がある」
の回答の平均値が有意に高かったロサンゼルス居住の子どもたちは、海外配属者に必要な
適性である「楽観志向」を、日本居住の子どもたちよりも身につけていると言えると考え
られる。 
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第４節 保護者の認識の調査 
第１項 子どもたちの高校卒業後の進路 
 最後に、子どもの高校卒業後の進路に関する保護者の考え方について、ロサンゼルス居
住（アメリカ永住者、日本からの駐在員家族）と日本居住者（海外旅行経験あり、海外旅
行経験なし）の４つのグループに分けて比較した（図 19）。回答の選択肢は、これまでの
質問と同じく「１：まったくそう思わない」から「５：とてもそう思う」であり、数字が
大きくなるほど、その質問（具体的には、日本の大学へ行く、もしくは、海外/アメリカ
の大学へ行く）対する同意の程度が高いことを示す。 
この結果、日本の大学等に進学すると考えている保護者は、日本居住（海外旅行経験な
し）の平均値が 4.1 と最も高く、日本居住（海外旅行経験あり）3.9、ロサンゼルス居住（駐
在員家族）3.6、ロサンゼルス居住（アメリカ永住者）2.8 と続く。また、アメリカ/海外の
大学等に進学すると考えている保護者は、ロサンゼルス居住（アメリカ永住者）の平均値
が 3.8 と一番高いのは当然として、次は日本居住（海外旅行経験あり）3.4 であり、ロサン
ゼルス居住（駐在員家族）2.8 と日本居住（海外旅行経験なし）2.4 は平均値の３を下回っ
た。この分布状況で興味深いのは、日本居住（海外旅行経験あり）のアメリカ/海外の大
学へ進学するに対する高い値である。これはロサンゼルス居住（駐在員家族）の値より高
い。子どもを海外旅行へ連れて行く保護者は、子どもたちが将来グローバルに活躍してほ
しいという願いが強いと推察できる。 
 
図 19 子どもたちの高校卒業後の進路についての親の考え方 
0 1 2 3 4 5
ロサンゼルス（アメリカ永住者）
ロサンゼルス（駐在員家族）
日本（海外旅行経験あり）
日本居住（海外旅行経験なし）
アメリカ/海外の大学等へ進学 日本の大学等へ進学する
 
(出所) 「海外居住の子どもたちの性格と職業観に関する調査」「日本居住の子どもたちの性格と職業観に関する調査」 
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次に、高校卒業後の進路選択に関する理由について見た（表 25）。回答の選択肢は、こ
れまでの質問と同じく「１：まったくそう思わない」から「５：とてもそう思う」であり、
数字が大きくなるほど、その理由（例えば、英語で学びたいから）に対する同意の程度が
高いことを示す。 
 
表 25 日本の大学等に進学する理由（上位２項目） 
居住地 日本 ロサンゼルス 
分類 海外旅行経験なし 海外旅行経験あり 駐在員家族 アメリカ永住者 
１番目 経済的な理由 経済的な理由 経済的な理由 日本に住みたい 
２番目 希望の学部がある 希望の学部がある 入学試験で有利 経済的な理由 
(出所) 「海外居住の子どもたちの性格と職業観に関する調査」「日本居住の子どもたちの性格と職業観に関する調査」 
 
まず、日本の大学等に進学する理由で最も平均値が高かったものは、「授業料、居住費
など経済的な理由」であった。これは、日本居住者（海外旅行あり及びなし）とロサンゼ
ルス居住者（駐在員家族）の３つのグループで１位であった。子どもをアメリカ/海外の
大学へ行かせるのはとてもお金がかかるので、日本で進学するというのが現実的な選択と
いうことだろう。日本人留学生の在校生に占める割合（図 10）が近年減少していることも、
景気の悪化など厳しい経済事情を反映していると考えられる。 
日本居住者の２番目の理由「希望の学部がある」は、自由意見「希望の職業（保育士、
教師）に就くのに、海外に行く必要はない」に代表される。また、ロサンゼルス居住（駐
在員家族）の２番目の理由「入学試験で有利」に関しては、「中学、高校、大学いずれかの
帰国生枠を使って受験する予定」という自由意見があり、海外・帰国子女は入試で優遇さ
れる現実を踏まえた進路選択と考えられる。最後に、アメリカ永住者が日本の大学に進学
する２番目に大きな理由として、経済的な理由を挙げているのは興味深い。これに関する
自由意見として、「アメリカの大学の授業料が毎年上がっており、金銭的に通わせられない
かもしれない」「カリフォルニア大学の州民枠が、州の大学向け予算カットの影響でどんど
ん少なくなっているため、希望の大学に進学できないかもしれない」など、アメリカ経済
の悪化を反映したものがでていた。 
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表 26 アメリカ/海外の大学等に進学する理由（上位２項目） 
居住地 日本 ロサンゼルス 
分類 海外旅行経験なし 海外旅行経験あり 駐在員家族 アメリカ永住者 
１番目 外国に住みたい 英語で学びたい 英語で学びたい アメリカに住みたい 
２番目 英語で学びたい 就職に有利 外国に住みたい 英語で学びたい 
(出所) 「海外居住の子どもたちの性格と職業観に関する調査」「日本居住の子どもたちの性格と職業観に関する調査」 
 
 また、アメリカ/海外の大学等に進学する理由を見ると、最も平均値が高かったものは、
「英語で学びたい」で、これは４つすべてのグループで挙がっていた。アメリカ永住者は
事情が異なる（英語は母国語並み）だから当然として、ほかの日本人の３つのグループの
回答から、保護者は子どもたちに英語を習得させたいと思っていることがわかる。実際に、
「アメリカ/海外の大学等に進学させる」に関する自由意見として、「英語が不完全だと、
その後の人生においても英語習得に時間を費やす必要があり、他の能力習得の時間を削る
こととなる」「日本の大学へ行っても、海外留学は絶対させたい」「グローバルな視野をも
ってほしいから」などがあった。 
また、興味深かったのは、日本居住（海外旅行経験あり）の２番目の理由が「就職に有利」
だったことである。前述の日本企業の帰国子女や日本人留学生への積極的な採用姿勢が、
保護者の子どもの高校卒業後の進路の選択にも影響を与えていることがわかる。 
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第２項 グローバル子育てに関する保護者の思い 
今回のインタビュー調査を通して、保護者たちが、将来はビジネスのグローバル化がま
すます進み、英語力などグローバルで活躍する上で必要な資質がますます重要になってく
るという共通の認識をもっていることが観察された。加えて、海外居住経験のある子供た
ちの保護者も、日本にしか居住経験のない子供たちの保護者のいずれも、グローバルな人
材に育ってほしいという希望を強く有していることもわかった。 
しかしながら、グローバルな人材に育てたいという親の希望があっても、将来子どもた
ちを海外の大学に進学させたり、留学させたりすることは、現実的には難しいという現実
も観察できた。日本居住者（海外旅行経験あり及びなし）の回答を子どもたちの属性別に
分析すると、「子供の年齢」と「アメリカ/海外の大学等に進学する」に負の相関、「子
どもの年齢」と「日本の大学等に進学する」に正の相関があった。このことは、子どもの
年齢が低いときには保護者は、海外の大学に進学させたいという希望を持っているが、子
供の年齢が上がっていくと「経済的な事情」などの理由から日本の大学等へ進学する現実
を示している。 
 
最後に、今回のインタビュー調査で得た保護者からの自由意見を紹介する。 
・ 日本の大学に進学し、海外留学を必ずさせたいと思っている。 
・ （高校卒業後の進路については）まだ先のことなのではっきりと言えない。海外の
大学に進学させるという選択肢も大いにある。理由はグローバルな視野を持ってほし
いから。 
・ （将来は）競争激化に伴い、日本の大企業に勤めても、従来のような安定した雇用
や収入を得られるかは不透明になる。そんな社会でも生き残れる能力をつけてほしい。 
・ グローバルな視野で活躍してほしい。同時に、日本人としての誇りを持ち、日本文
化を愛し、世界に情報発信できる人になってほしい。 
・ 海外・英語圏への進学もいいとは思うが、現実的にその準備をする段階に、心も体
も経済的にもいたっていないというのが実態 
・ 学士や修士は日本大学でよいが、博士を取るなら海外の大学を勧める 
・ 英語でないということだけを差し引けば、日本の高校までの教育環境は（世界的に
見て）相当高い水準だと考える。 
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第６章 考察と結論 
本研究の目的は、海外居住経験のある子どもたちは、日本にしか居住していない子ども
たちと比べて、海外配属者として成功する資質を持っているのかを検証することであった。 
調査方法は、ロサンゼルス日本語補習校に通う小中学生と、海外居住経験のない日本人
の小中学生の保護者に対して、アンケート用紙を用いたインタビュー形式で行った。 
具体的には、以下の３つの仮説を立て、仮説検定や因子分析、信頼性分析など統計的手
法を用いて、ロサンゼルス居住の子どもたちと日本居住の子どもたちの回答分布の定量的
分析を行った。この結果、仮説２と３が肯定された。 
仮説１：海外居住の子どもたちは、日本居住の子どもたちと異なる特徴を持つ 
仮説２ 海外居住の子どもたちは、日本居住の子どもたちと異なる将来の職業観を持つ 
仮説３ 海外居住の子どもたちは、日本居住の子どもたちよりも将来の海外配属者として
の適性がある 
 
表 27 本調査の発見事項のまとめ 
 第１の発見 第２の発見 
一般的に想定さ
れている事項 
海外居住経験のある子どもたちの将来の海
外配属者としての適性は、 
優れた語学力と 
日本人とは異なる性格である 
将来の海外配属者としての適性は、 
海外居住経験を通して形成される 
調査結果で判明
した事項 
海外居住経験のある子どもたちの将来の海
外配属者としての適性は、 
外国や異文化に対する強い興味と 
国際業務につきたいという強い志望である 
将来の海外配属者としての適性は、 
短期間の海外旅行経験でも形成される 
(出所) 筆者作成 
今回の調査を通して２つの発見事項があった（表 27）。１つめは、海外居住経験のある
子どもたちの将来の海外配属者としての適性は、一般的には優れた語学力と日本人とは異
なる性格と考えられているが、実際には、外国や異文化に対する強い興味と将来国際的な
業務につきたいという強い志望であった。２つめの発見は、一般的には前述の海外配属者
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としての適性は、青少年期の一定期間の海外居住経験を通して形成されると考えられてい
るが、実際には、短期間の海外旅行経験を通してでも形成されることがわかった。 
 
まず、１つめの発見事項「海外居住経験のある子どもたちの将来の海外配属者としての
適性は、一般的には優れた語学力と日本人とは異なる性格と考えられているが、実際には、
外国や異文化に対する強い興味と将来国際的な業務につきたいという強い志望であった」
について解説する。 
一般には、海外居住経験のある子供たちを、日本にしか居住経験のない子供たちと比較
すると、前者は後者とは異なる性格を有し、かつ現地で取得した優れた語学力があること
が、帰国子女に対する画一的なイメージであった（Podolsky, 2008）。また、日本企業が帰
国子女や日本人留学生を採用したい理由として挙げているのは、語学力と人材としての多
様性であり、ここにもまたステレオタイプに近似した認知があることがわかる（海外子女
教育振興財団, 2012）（経済同友会, 2012）。 
一方先行研究によると、海外配属者には、国内業務での成功に必要な要素のほかに、海
外で仕事を成功させるための独自の能力や性格が決定的に必要であることがわかっている。
具体的には、語学力、異文化への共感度、コミュニケーション能力などである （Snell, 
Bohlander,, 2013）。 
本調査では、海外配属者の適性に関する先行研究を参考に作成した、子どもたちの性格
や志向、将来の職業観に関するアンケート調査を行い、ロサンゼルス居住と日本居住の子
どもたちの回答を検討した。定量的分析の結果、海外配属者としての適性は、「国際業務志
向」「海外異文化志向」「楽観的思考」の３つの因子で説明でき、その前者２つの因子につ
いて海外居住経験のある子どもたちは、日本居住の子どもたちと比べて統計的に有意な高
い値を示した。性格「楽観的思考」については差のある項目も散見されるものの、全体で
は統計的に有意な差はみられなかった。この性格「楽観的思考」の分析結果については、
調査の限界のところで後述する。 
したがって、本調査の結果から、海外居住経験のある子供たちは日本にしか居住経験の
ない子供たちと比較して、将来の海外駐在員などグローバルな業務に適性があるというこ
とができる。なぜなら、青少年期に発達した国際的な性格と認識は、大人になっても変化
せず、加えてこれら国際的な性格と認識は、企業が成人の海外配属候補者向けに行う伝統
的な研修では与えることができないからである （Selmer, Lam,, 2004）。 
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そして、海外居住経験ある子どもたちの海外配属者としての適性は、一般的に信じられ
ている日本人とは異なる性格ではなく、外国や異文化に対する興味・関心の強さと、グロ
ーバルな業務についきたいという志望であることがわかった。言い換えれば、語学力や異
文化に関する知識は、海外に行かなくても、成人になってからでも、能力を向上すること
ができると考えられている。むしろ成人となってから向上することができないのは、外国
や異文化に対する姿勢であるからである。 
 
次に、今回の調査でわかったもう１つの重要な示唆は、必ずしも海外に長期間海外居住
しなくても、海外への短期間の旅行をするだけでも、海外居住と同様の認知的変容をもた
らすことである。  
一般には、海外配属者の成功予見要素である「外国や異文化への強い興味」や「国際的
に働きたいという志望」は、青少年期の海外居住を通して形成されると考えられている。
日本の企業が帰国子女や日本人留学生を積極的に採用する理由も、彼ら彼女らの海外居住
経験から得られるグローバルな感覚に魅力に感じているからである（海外子女教育振興財
団, 2012）（経済同友会, 2012）。また先行研究でも、サードカルチャーキッズ（TCKs）など、
青少年期の海外居住経験によって形成される特徴的な性格や考え方に焦点が当てられてい
る。 
しかしながら、今回の調査では、日本にしか居住していない海外旅行経験ある子どもた
ちは、海外居住の子どもたちと同様に、海外や異文化に強い好意的な興味を持っており、
また国際的な仕事を志望していることが発見された。また、異文化適応の予見要素と考え
られる自己効力感と類似の概念である自尊心についても、海外旅行経験のある日本居住の
子どもたちは、海外旅行経験のない日本居住の子どもたちと比べて、明確に異なる高い値
を示した。 
この要因については、以下の３つが考えられる。第一に、自分が所属している社会を一旦
離れて、異文化を体験することは、たとえ短期間であっても一定の効果をもたらす。第二
に、短期間の旅行でポジティブな印象を持った場合、海外や異文化に対して「興味を持つ」
ことの発端となり、その後の情報収集にもプラスの効果をもたらす。第三に、自分とは異
なる文化に抵抗を感じる「文化的制約」は、年齢の低い子どもの方が克服しやすい。 
したがって、本調査の結果から、日本にしか居住していなくても海外旅行経験のある子
どもたちもまた、海外居住経験のある子どもたちのように、将来の海外駐在員などグロー
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バルな業務に適性があるということができる。言い換えれば、外国や異文化に対する強い
興味や、将来国際的な業務につきたいという子どもたちの認識は、一般的に信じられてい
る「長期間の海外居住」を経験しなくても、「短期間の海外旅行」でも形成できるといえる。
子どもを連れて海外駐在することや子供を留学させることは、帰国生の割合（0.07%）や
日本人留学生の比率（1.6%）が示すように、ほとんどの家庭にとって望んでも実現できる
ものではない。しかし、１週間程度の海外旅行なら、多くの家庭にとって費用面でも手続
き面でも実行可能なことである。したがって、今回の調査結果が、帰国子女や日本人留学
生を育てているごく一部の家庭の優位性に着目したものではく、将来子どもたちにグロー
バル人材になってほしいと願っている多くの保護者に対して実行可能な方策を示せたこと
をとても光栄に感じている。 
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第７章 終わりに  
第１節 本研究の限界 
 １つめの潜在的な限界は、本調査の回答者である。本調査は、子どもたちの保護者か
ら回収したため、子どもたちの性格や指向、将来の職業観の回答が実際と異なって回答さ
れている可能性がある。例えば、将来は海外に出てグローバルに活躍したい（してほしい）
の結果（図 15）のように、親の希望と子どもたちの認識との間にギャップが生じること
は十分に考えられる。 
２つめは、回答に便利なサンプルを用いたことである。すべてのサンプルは、無作為抽
出ではなく、筆者の知り合いから回収している。そのため、サンプルに偏りがある可能性
がある。 
３つめは、調査地（ロサンゼルス）である。ロサンゼルスは、英語圏であり、他民族他
言語の文化が根付いている。また、アジア人の人口も多い。したがって、赴任した日本人
が現地の生活になじむのに苦労しなかったかもしれない。このことが、子どもたちの外国
や異文化への印象をよくしている可能性も考えられる。もし今回の調査を、非英語圏で、
外国人が少ない地域で行ったら、回答の分布状況が変わるかもしれない。 
4 つめは、子どもたちの性格に関する質問である。今回の調査では、ロサンゼルス居住
の子どもたちと日本居住の子どもたちに対して共通の質問を使用して、その平均を比較し
たが、彼ら彼女らの置かれている環境を考慮した修正が必要であったかもしれない。たと
えば、「社交的である」や「いろいろな人や状況に対する許容／対応力がある」という質
問に対し、自分と異なる言語や文化がマジョリティーを占めている集団の中で社交的にふ
るまったり、柔軟に対応したりすることと、自分と同じ言語や文化を持つ集団の中で社交
的に柔軟に対応していくことの難易度はかなり異なるはずである。今回の調査結果では、
日本居住の子供たちのほうがこれらの質問に関して高い数値を出したが、これは調査対象
者の置かれた環境に配慮をしていなかったことが要因かもしれない。今後の研究では、も
っと客観的な結果が得られるように質問内容を工夫したい。 
最後は、日本居住の子どもたちの属性調査の不足である。本調査結果で、海外旅行経験
のある子どもたちの国際業務志向や海外異文化志向が強いことが観察されたが、もしかす
ると、これは海外旅行が直接の原因ではないかもしれない。例えば、彼ら彼女らの保護者
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の学歴や収入などほかの要因が影響しているかもしれない。今回は、日本居住の子供たち
の属性しか聴取しなかったが、今後海外旅行が子供たちの認知に与える影響をより精緻に
分析するために、保護者の属性なども追加していきたいと考えている。 
 
第２節 実務的応用可能性 
前述の本研究の限界にもかかわらず、本研究からいくつかの実務的応用可能性を見いだ
すことができる。 
 第１番目の実務的応用可能性は、企業が海外配属者を選ぶ際に、青少年期に海外居住経
験のある候補者を考慮に入れることである。スネイルら（Snell & Bohlander, 2013）は、
海外配属者が成功するために必要な要素として、外国や異文化への適応力、国際的な経験、
柔軟性などの性格、コミュニケーション能力を挙げている。また、モルら （Mol et al, 2005）
は、心理学上のビッグファイブ（外向性、情緒安定性、協調性、誠実性、知的関心に対す
る開放性）の他に、海外配属業務独自の要素である言語能力と文化への繊細さが必要だと
述べている。本調査の結果から、海外居住経験のある子どもたちはこれらの海外配属者と
しての成功予見要素のいくつか（すべてではないが）を身につけていることが観察された。 
 さらに、スネイルら（Snell & Bohlander, 2013）は、海外配属者選出の最初のステップ
「自薦」にすべきであると述べている。なぜなら、海外配属を希望する従業員は、受動的
に選ばれた候補者よりも、国際業務で成功する可能性が高いからである。本調査の結果か
ら、海外居住経験のある子どもたちは、国際的な仕事に対する強い志望があることが確認
された。 
 最後に、カリギイウリー（Caligiuri, 2006）は、異文化への知識や言語能力などは研修で
身につけることができるが、海外異文化に対する姿勢や性格や志向などは大人になってか
ら研修で身につけさせることはとても困難だと述べている。したがって、有望な海外駐在
員を探している企業は、青少年期に海外居住経験のある従業員を候補者として考慮に入れ
るべきである。 
第２番目の実務的応用可能性は、青少年期に海外居住経験のある個人は、自国で働く場
合も、有用な使い道があることである。例えば、海外に赴任する従業員や海外から赴任し
てきた従業員向けの異文化研修の講師などに適任である。スネイルら（Snell & Bohlander, 
2013）は、海外駐在員の失敗要因として本社側の相談者がいないことなど本国からのサポ
ートが不十分な点を挙げている。青少年期に海外居住経験のある従業員は、異文化に関す
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る重要なアドバイスを行えるため、この本社側の相談役のポストとしても適任である。 
第３の実務的応用可能性は、海外居住経験がなくても、青少年期に海外旅行経験のある
個人は、国際的な業務担当者として有望である可能性が高いことである。本調査の結果か
ら、海外旅行経験のある日本居住の子どもたちは、海外居住の子どもたちと同様に、海外
配属者としての成功予見要素である「国際業務志向」と「海外異文化志向」が強いことが
確認された。このことから、これらの志向に貢献する青少年期の国際的な経験は「居住」
に限らないことがわかった。青少年期に海外居住経験のある個人はとても希少な存在（帰
国子女は 0.07％、日本人留学生は 1.6％）である。その数少ない海外居住経験者のうち、
優れた職業上の経験や専門的な技術能力を持っている個人はさらに少なくなる。したがっ
て、有望な海外配属者を探している企業は、青少年期の海外居住経験者だけでなく、海外
旅行経験者も候補に含めることで、海外配属候補者のプールを拡大することができる。 
最後の実務的応用可能性は、グローバル人事政策者ではなく、日本居住の子どもたちの
保護者たちに向けての提案である。子どもたちが将来グローバルに活躍することを望んで
いる親は多い。しかし、家族で海外赴任することや子どもを留学させることは、保護者の
勤務状況や金銭面など様々な事情から実現できないことが多い。本調査から、日本居住の
海外旅行経験のある子どもたちが、海外配属者としての成功を予見できる要素を持ってい
ることが確認された。また、これらの要素形成に貢献する青少年期の国際的な経験には、
短期間の「旅行」も含まれることがわかった。したがって、筆者から上記の保護者への具
体的提言は、「もし子どもたちが将来グローバルで活躍することを望むなら、海外旅行の
機会を与え、たとえ短期間であっても『異文化』の体験を持たせてはどうか」である。 
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